
令和８年６月１１日

根室保健医療福祉圏域連携推進会議

兼根室圏域地域医療構想調整会議

資料２



北海道医療計画根室地域推進方針について

１ 策定年月 令和６年９月

２ 推進期間 令和６年度～令和１１年度

北海道医療計画の推進に当たり、地域単位で市町村・医療機関・関係

団体等が共に取り組むことが必要なため、地域の実情に応じた医療連携

体制を構築し、円滑に推進するための指針として地域推進方針を作成。

５ 進捗管理

４ 中間見直しの実施

令和９年１０月

３ 方針作成の趣旨

同方針第４において、随時、連携推進会議に報告･提示し、

必要な推進方策等を検討するなどして進行管理を行うとしており、

例年第１回目の圏域連携推進会議において進捗状況を報告。 1



【がんの医療連携体制】
数値目標等

指標名(単位)               

肺がん　　 7.1% 肺がん　　 6.7%

胃がん    7.3% 胃がん    6.1%

大腸がん　 7.3% 大腸がん　 6.9%

乳がん    14.2% 乳がん    14.5%

子宮がん  12.4% 子宮がん  12.2%

地域連携クリティカルパスの導入

数値目標を達成するために必要な施策など

根室保健所

中標津保健所

羅臼町

（令和４年度）

30.2%

○受動喫煙防止条例等の地域説明会の開催

　 根室管内 １回　中標津管内４回

○　北海道のきれいな空気の施設に未登録の第二種施設
に登録の勧奨。

○北海道のきれいな空気の施設の登録推進
　 登録数（令和８年３月31日現在）
　 根室管内　33施設　　中標津管内　60施設

○　喫煙率が依然として高いため、禁煙対策を妊娠期から
子育て期を含めて実施している。
啓蒙活動、卒煙応援プログラム、禁煙指導事業、禁煙外来
治療費助成事業を実施。

（参考：令和６年度）

ア　がん予防の推進

がん患者等が活用できる市町等
における各種サービス

道及び各市町において実
施中

サービスの充実 現状維持

○　たばこをやめたい人が、医療機関、薬局、市町、保
健所や事業所などの身近なところで禁煙支援を受ける
ことができる体制の整備を促進します。

○　生活習慣の改善を図るため、イベントでのポスター展示
及びリーフレット配布。

〇　事業所の健康教育での啓発、けんしんリーフレットの配
布

○　健康のために望ましい生活習慣やがんに関する
正しい知識を身に付けることができるよう普及啓発を
行います。

地域的な導入はなし

現状より減少

○　受動喫煙を防止するために、公共施設を始め、職
場や家庭等における禁煙や適切な分煙を進めます。

現状より増加

30.8%

必要な施策 令和７年度取組状況

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

○　道、市町、関係団体等の連携を強化し、住民に正しい
情報をわかりやすく提供することが必要であり引き続き取
り組む。

がん検診の受診率

（令和２年度）

喫煙率

現状値

（令和４年度）

〔禁煙外来に関する現状調査HP掲載施設〕
  岡田医院、石田病院、標津町国民健康保険標津病院、知
床らうす国民健康保険診療所

現状値の出典（年次）

地域保健・健康増進事業報
告（令和４年度）

NDBオープンデータ（令和２
年度）

  推進上の課題と今後の対応

実績数値目標値（R11）

地域連携クリティカルパス
の導入を目指す

導入なし

○　ホームページで禁煙外来を行っている医療機関を紹
介。

○　改正健康増進法及び北海道受動喫煙防止条例の普
及啓発を行い、全ての人に望まない受動喫煙を生じさせ
ない「受動喫煙ゼロ」の実現を目指し、道、市町及び関係
団体が協働しながら受動喫煙防止対策を推進する必要
がある。

○　禁煙外来治療費助成事業、啓蒙活動は継続し
て実施。健診結果説明会にて禁煙指導を実施した。喫煙
妊婦に対しては、禁煙するまで継続して禁煙支援を実
施。
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５市町

根室市

別海町

中標津町

標津町

周知。

羅臼町 ○　次年度予約等により、がん検診の受診率はほぼ横ば
いではあるが、全国と比べると低い。受診率向上のため、
LINE予約（QRコード）のタッチポイントを増やすなど取組
が必要。

○　健診受診率向上のため、LINE予約を導入し、健診勧奨
チラシで周知。

○　健康増進計画に基づいて、生活習慣病の予防、がん検
診事業を実施。

イ　がんの早期発見

○　がん検診の受診率の向上に向け、企業との連携
やマスメディア等を活用した普及啓発を行います。

○　各種データを活用し、地域におけるがんの状況を分
析し、地域の課題に対応したがん対策を検討する必要が
ある。

○　がん検診の精検受診率やがん発見率などの指標
を分析し、精度の維持・向上を図ります。

○　がん検診受診促進のため、集団検診では社会保険の
被扶養者が特定健診受診券を利用でき、一緒にがん検診
が受診できることを周知。

〇　町のLINE公式アカウントより集団検診予約ができること
を

○　がん検診受診率向上のため普及啓発
　・市内スーパー等へチラシ掲示依頼
　・広報誌・ホームページに掲載
　・市役所玄関ロビーに健康情報ブースを設置し、ＰＲ
　・国保加入者の特定健診受診券の発送時や、未受診者へ
の勧奨通知の際に、各種がん検診への受診を促すチラシ
を同封

○　健康増進法・がん対策基本法・肝炎対策基本法に基づ
き検診事業を実施しており特定健診や５がん(胃がん・肺が
ん・大腸がん・子宮頸がん・乳がん)、その他の検診(肝炎ウ
イルス・エキノコックス)を同日実施。夜間や土日にも実施
（根室市、別海町、中標津町、羅臼町）。

○　受診率は、全道・全国平均と比較すると低いため、受
診率向上の取組が今後も必要。

○　「事業評価のためのチェックリスト」を活用し、がん検
診の精度管理を保持増進していく。

○　子宮頸がん、乳がん検診は国で定められた対象者に無
料クーポン券を発行し、その他に計画年齢の対象者に個別
勧奨を実施。

○　がん検診と特定健診との一体的な実施を促進する
とともに、検診の受診勧奨の取組が推進されるよう市
町に働きかけるなど、受診率の向上を図ります。

○　今後もがん検診に係る普及啓発が必要と感じており、
「ねむろ健康まつり」や「集団子宮がん検診」で大腸がん
検診を併用実施していく。
　　また、啓発活動の一環として、がん検診受診を身近に
感じてもらうためにがん検診受診の方法の小冊子を作成
し広報誌に折込した。

〇　WEB予約、特定健診と一緒に受けた場合は翌年度の自
動予約を実施

必要な施策

○　国民健康保険加入者の減少や特定健診受診率の低
下に伴い、がん検診受診率が低下しているため、受診率
向上の取り組みが必要。

○　「北海道がん制圧・がん健診受診促進月間」に関係機
関等にポスターやパンフレットを配布し、普及啓発を実施。

○　市町においては、検診受診率向上のため、各種施策を
実施。

○　がん検診の受診を促進するため、「新たなステージに
入ったがん検診の総合支援事業（個別の受診勧奨・再勧
奨、無料クーポン券の配布、精密検査未受診者に対する受
診再勧奨等）を実施。

○　特定健診・がん検診受診率が、がん対策基本法等で
示された目標値と比較して低いため、受診率向上に向け
た取り組みが必要。

  推進上の課題と今後の対応令和７年度取組状況

○　受診率が全国、全道よりも低いので受診率向上の取
り組みが必要。
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○　根室圏域は、がん診療連携拠点病院が未指定であ
り、がん診療に係る自給率も低い状況。

○　がん患者や家族の意向を踏まえ、住み慣れた地域で
療養生活を継続することができるよう、在宅医療を推進す
る必要がある。

  推進上の課題と今後の対応

エ　がん医療連携体制の整備

○　がんと診断された時からの在宅を含む緩和ケアが
推進されるよう、医療機関は、がん診療に携わる医
師、看護師、薬剤師等に対する緩和ケアの知識の普
及とともに、がん診療連携拠点病院等を中心として、
緩和ケア病床を有する医療機関や在宅療養支援診療
所、薬局等の関係者の連携を促進します。

○　より身近なところで必要ながん医療を受けることが
できるよう、がん診療連携拠点病院、地域がん診療病
院や北海道がん診療連携指定病院、その他のがん医
療を行う医療機関、在宅療養支援診療所、訪問看護
事業所、薬局、歯科医療機関等の関係者間の連携を
促進し、診断から、治療、緩和ケア、リハビリテーショ
ン、在宅医療に至るまでのがん医療提供体制の整備
及び地域連携クリティカルパスの整備を図ります。

○　がんの罹患や治療後の経過等に関する情報が予
防・治療等に効果的に活用されるよう、住民への普及
啓発を行います。

ウ　がん登録の推進

○　遠隔地から都市部に入院している患者については、
居住地域で継続的な治療を受けることができるよう、医療
提供体制の整備と医療機関等の相互の連携を進める必
要がある。

令和７年度取組状況必要な施策

○　平成28年1月「がん登録等の推進に関する法律」の施
行により実施。
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【脳卒中の医療連携体制】
数値目標等

指標名(単位)               

全　　道 29.7% 全　　道 31.4%

根室市 16.1% 根室市 16.0%

別海町 36.9% 別海町 37.6%

中標津町 30.5% 中標津町 35.8%

標津町 33.5% 標津町 41.4%

羅臼町 27.7% 羅臼町 28.0%

数値目標を達成するために必要な施策など

中標津保健所

根室保健所

中標津保健所

根室市

○　改正健康増進法及び北海道受動喫煙防止条例の普
及啓発を行い、全ての人に望まない受動喫煙を生じさせ
ない「受動喫煙ゼロ」の実現を目指し、道、市町及び関係
団体が協働しながら受動喫煙防止対策を推進する必要が
ある。

○　特定健診受診率向上のため、国保加入者・後期高齢
者・生活保護受給世帯については、集団がん検診と同時に
特定健診を受診できるようにしている。また、平成２９年度か
らは、社会保険被扶養者も特定健診を受診することを可能
とした。

○北海道のきれいな空気の施設の登録推進
　 登録数（令和８年３月31日現在）
　 根室管内　33施設　　中標津管内　60施設

高血圧の改善(40～74歳)
収縮期血圧の平均値mmHg

現状値より減少させる

現状値より減少させる

（令和６年死亡率）

導入なし

男性　88.6

女性　77.1

厚生労働省人口動態統計
（令和３年度）

地域連携クリティカルパスの導入 導入なし

男性　131mmHg

女性　126mmHg

（令和２年度）

男性　130mmHg

女性　125mmHg

（令和４年度）
NDBオープンデータ
（令和２年度）

女性　80.7

  推進上の課題と今後の対応

○　生活習慣の改善について、保健所や市町、各関係機
関・団体等が連携し、効果的に事業の推進を図ることが必
要。

○　市町において、検診受診率向上のため、各種施策を実
施。

〔禁煙外来に関する現状調査HP掲載施設〕
  岡田医院、石田病院、標津町国民健康保険標津病院、知
床らうす国民健康保険診療所

○　生活習慣の改善を図るため、健康づくりに関する月間や
週間に併せパネル展を実施。
〇　循環病対策講演会及び健康づくり講演会の開催

根室・中標津保健所

○　施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防
止対策に努めます。

　　　登録数（令和８年3月31日現在）
　　　根室管内　16施設　　中標津管内　14施設

○　住民の健康づくりを支援する「ほっかいどうヘルスサ
ポートレストラン推進事業」の登録推進を実施（店内禁煙を
登録要件とする）。

○　特定健診の受診率向上のためには、がん検診受診
率向上の取組みと連携することが有効と考えられ、　「ね
むろ健康まつり」における周知チラシの配布や　健康情報
ブースでのＰＲなどを今後も継続する。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

○　道・市町・医療保険者が連携して、特定健康診査
の意義を広く周知するとともに、特定健康診査・特定保
健指導の充実に努めます。

○　高血圧や糖尿病、脂質異常症、メタボリックシンド
ローム、喫煙習慣がある者への支援を早期に開始し、
脳卒中の発症予防に努めます。

〇　健康教育等でのけんしんリーフレットの配布

必要な施策 令和７年度取組状況

特定健康診査実施率

（令和４年度実施率） （令和６年度実施率）

ア　予防対策の充実

地域連携クリティカルパス
の導入を目指す

市町村国保特定健康診査・
特定保健指導実施状況（令
和４年度）の集計データ

脳血管疾患死亡率
（人口10万対）

男性　89.8

全道目標値（70.0％）への
到達を目指し、各保険者
ごとに実施率の向上を図
る

（令和３年死亡率）
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別海町

中標津町

標津町

羅臼町

（再掲）

○　特定健診の前年度受診者や一部の対象年齢への問診
票自動送付、還暦対象者の健診料金無料の実施。

○　糖尿病や高血圧治療者のコントロール状況は健診継
続受診者の方が良好なため、通院者の特定健診受診促
進を検討。
○    R3からAIを活用した受診勧奨を実施していてR8も継
続する

○　特定健診と５がん(胃がん・肺がん・大腸がん・子宮頸が
ん・乳がん)、その他の検診(肝炎ウイルス・エキノコックス)を
同日実施し、夜間や土日にも実施している。また若年の生
活習慣病発症があるため、高校生健診、若者健診の実施。

必要な施策 令和７年度取組状況

○　特定健診の基本項目に追加し、全員に眼底検査等を実
施。

○　特定健診受診率向上のために未受診者勧奨を実施。

ア　予防対策の充実

  推進上の課題と今後の対応

○　受診率向上のため、LINE予約（QRコード）のタッチポイ
ントを増やすなど取組が必要。

○　特定健診・がん検診受診率が、各種関係計画等で示
された目標値と比較して低いため、受診率向上に向けた
取り組みを継続。

○　禁煙外来治療費助成事業を開始。広報を活用した全
町民への情報提供。各保健事業での喫煙者への情報提
供、町内医療機関への情報提供等実施している。

○　健診受診率向上のため、LINE予約を導入し、健診勧奨
チラシで周知。

○　喫煙率が依然として高いため、禁煙対策を妊娠期から
子育て期を含めて実施している。

○　特定健診等、生活習慣病の健診と５がん（胃、肺、大
腸、乳、子宮頸）、その他の検診（肝炎ウイルス、エキノコッ
クス症、ＨＰＶ、歯科）を同時開催し、総合健診として実施。
二次検診を実施。

○　健診受診率向上のため、特定健診・大腸・乳・子宮頸が
ん・肝炎検診の抽出した対象者に無料クーポンを発行、受
診勧奨を実施をしている。

○　羅臼町健康増進計画及びデータヘルス計画に基づい
て、生活習慣病の予防、がん検診事業等を実施している。

〇　漁業協同組合加入者にターゲットを絞った受診勧奨を
実施。

○　医療機関未受診者・治療中断者について、病院への
受診勧奨や保健指導を実施しながら医療機関との連携を
図るとともに疾病の重症化予防につなげていく。

○　特定保健指導以外に、重症化予防のための結果説明
会や病院受診の勧奨、２次健診の実施。

○　標津町健康増進計画に基づき脳血管疾患と心疾患を含
む循環器疾患についての発症予防・重症化予防のための
保健事業を実施。

○　受診申し込みの利便性向上（先行予約、ネット（QRコー
ド）予約等）

○　特定健診受診率向上のため、未受診者への受診勧奨
等、受診率向上の取組が今後も必要。
○　生活習慣病の未受診者・治療中断者へ受診勧奨通知
や保健指導を行い、重症化予防につなげていく。

○　特定健診受診率向上のために引き続き未受診者勧奨
を実施し、健診の結果、生活習慣病のリスクが高い受診
者への保健指導を実施、継続する。

○　特定健診に項目の上乗せ、受診費用の無料化、個別通
知や電話勧奨、翌年度の自動予約実施等の他、受診率向
上のためのインセンティブとして、健診の受診等に応じポイ
ントを付与し、抽選で健康グッズ・商品券等が当たる健康ポ
イント事業を実施。

○　特定健診の事後に保健指導プロセス計画に基づいた保
健指導を実施。
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○　患者の受療動向等を踏まえた広域的な連携に関
する協議の場として、根室圏域保健医療福祉圏域連携
推進会議等を活用しながら、患者情報の共有や地域に
おける課題等について意見交換を行うなど、病病連
携・病診連携の更なる推進を図り、必要な医療連携体
制の確保に努めます。

○　脳卒中の再発及び合併症を予防し、生活機能を維
持・回復しながら在宅で療養生活を継続できるよう、医療
及び介護サービスが相互に連携した支援が必要。

○　急性期から回復期、維持期まで切れ目なく適切な
医療(リハビリテーションを含む。)が提供できるよう、地
域連携クリティカルパスの導入を目指し、関係機関の
連携体制の充実を図ります。

○　脳卒中の急性期医療を担う医療機関が未設置(2024
年6月現在)。

イ　医療連携体制の充実

○　根室地域保健医療福祉圏域連携推進会議の開催

　　　(４回／年)

○　発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、
回復期医療、維持期医療の各期における医療機関及
び関係団体の取組を促進します。

必要な施策

○　急性期から回復期、維持期までの病期に応じて、適切
な医療やリハビリテーションが受けられるよう、関係機関
の連携体制の充実が必要。

○　地域医療構想調整会議の開催

　　　(４回／年)

令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応
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【心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制】
数値目標等

指標名(単位)               

全　　道 29.7% 全　　道 31.4%

根室市 16.1% 根室市 16.0%

別海町 36.9% 別海町 37.6%

中標津町 30.5% 中標津町 35.8%

標津町 33.5% 標津町 41.4%

羅臼町 27.7% 羅臼町 28.0%

数値目標を達成するために必要な施策など

中標津保健所

根室・中標津保健所

根室保健所

中標津保健所

（再掲）

根室市

（再掲）

地域連携クリティカルパスの導入 導入なし
地域連携クリティカルパス
の導入を目指す

導入なし

（令和２年度） （令和４年度）

男性　130mmHg 男性　131mmHg

○　施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防
止に努めます。

○　「北海道受動喫煙防止条例」が制定され、令和2年4
月1日から施行となった。本条例に基づき、道、道民、事
業者及び関係団体がそれぞれの責務のもと、協働しなが
ら受動喫煙防止対策を推進していく。

  推進上の課題と今後の対応

ア　予防対策の充実

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

特定健康診査実施率

（令和４年度実施率）

全道目標値（70.0％）への
到達を目指し、各保険者
ごとに実施率の向上を図
る

（令和６年度実施率）

市町村国保特定健康診査・
特定保健指導実施状況（令
和４年度）の集計データ

〇　健康教育等でのけんしんリーフレットの配布

○　道・市町・医療保険者が連携して特定健康診査の
意義を広く周知するとともに、特定健康診査・特定保健
指導の充実に努めます。

○　高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンド
ローム、喫煙習慣がある者への支援を早急に開始し、
心筋梗塞等の心血管疾患の発症予防に努めます。

○　生活習慣の改善を図るため、健康づくりに関する月間
や週間に併せパネル展を実施。
〇　循環病対策講演会及び健康づくり講演会の開催

○　市町において、検診受診率向上のため、各種施策を実
施。

○　生活習慣の改善について、保健所や市町、各関係機
関・団体等が連携し、効果的に事業の推進を図ることが
必要。

女性　125mmHg 女性　126mmHg

高血圧の改善(40～74歳)
収縮期血圧の平均値mmHg

現状値より減少させる
NDBオープンデータ
（令和２年度）

必要な施策 令和７年度取組状況

〔禁煙外来に関する現状調査HP掲載施設〕
  岡田医院、石田病院、標津町国民健康保険標津病院、知
床らうす国民健康保険診療所

　　　登録数（令和８年３月31日現在）
　　　根室管内　16施設　　中標津管内　14施設

○　特定健診受診率向上のため、国保加入者・後期高齢
者・生活保護受給世帯については、集団がん検診と同時に
特定健診を受診できるようにしている。また、平成２９年度
からは、社会保険被扶養者も特定健診を受診することを可
能とした。

○　特定健診の受診率向上のためには、がん検診受診
率向上の取組みと連携することが有効と考えられ、　「ね
むろ健康まつり」における周知チラシの配布や健康情報
ブースでのＰＲなどを今後も継続する。

○　住民の健康づくりを支援する「ほっかいどうヘルスサ
ポートレストラン推進事業」の登録推進を実施（店内禁煙を
登録要件とする）。

○北海道のきれいな空気の施設の登録推進
　 登録数（令和８年３月31日現在）
　 根室管内　33施設　　中標津管内　59施設
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別海町

中標津町

（再掲）

標津町

（再掲）

羅臼町

（再掲）

〇糖尿病性腎症重症化予防プログラムを策定し、医療機関
等と糖尿病連携手帳を活用し連携している。

令和７年度取組状況

ア　予防対策の充実

○　特定健診受診率向上のために引き続き未受診者勧
奨を実施し、健診の結果、生活習慣病のリスクが高い受
診者への保健指導を実施、継続する。

○　標津町健康増進計画に基づき脳血管疾患と心疾患を
含む循環器疾患についての発症予防・重症化予防のため
の保健事業を実施。

  推進上の課題と今後の対応必要な施策

○　特定健診の事後に保健指導プロセス計画に基づいた
保健指導を実施。

○　特定健診受診率向上のために未受診者勧奨を実施。

○　特定健診と５がん(胃がん・肺がん・大腸がん・子宮頸が
ん・乳がん)、その他の検診(肝炎ウイルス・エキノコックス)を
同日実施し、夜間や土日にも実施。また、若年の生活習慣
病発症があるため、高校生健診、若者健診の実施。

○　特定健診の前年度受診者や一部の対象年齢への問診
票自動送付、還暦対象者の健診料金無料の実施。

○　特定健診の基本項目に追加し、全員に心電図等を実
施。

○　特定保健指導以外に、重症化予防のための結果説明
会や病院受診勧奨、２次健診の実施。

○　糖尿病や高血圧治療者のコントロール状況は健診継
続受診者の方が良好なため、通院者の特定健診受診促
進を検討。
○    R3からAIを活用した受診勧奨をしていてR8も継続す
る。

○　特定健診を他検診と同時に行い総合検診として実施。

○　受診申し込みの利便性向上（先行予約、ネット（QRコー
ド）予約等）

○　特定健診に項目の上乗せ、受診費用の無料化、個別
通知や電話勧奨、翌年度の自動予約実施等の他、受診率
向上のためのインセンティブとして、健診の受診等に応じポ
イントを付与し、抽選で健康グッズ・商品券等が当たる健康
ポイント事業を実施。

○　特定健診受診率向上のため、未受診者への受診勧
奨等、受診率向上の取組が今後も必要。
○　生活習慣病の未受診者・治療中断者へ受診勧奨通
知や保健指導を行い、重症化予防につなげていく。

○　健診受診率向上のため、特定健診を無料化した。

○　喫煙率が依然として高いため、禁煙対策を妊娠期から
子育て期を含めて実施している。

○　健診受診率向上のため、LINE予約を導入し、健診勧奨
チラシで周知。 ○　受診率向上のため、LINE予約（QRコード）のタッチポ

イントを増やすなど取組が必要。

○　羅臼町健康増進計画に基づいて、生活習慣病の予防、
がん検診事業を実施している。

○　特定健診・がん検診受診率が、各種関係計画等で示
された目標値と比較して低いため、受診率向上に向けた
取り組みが必要。

○　禁煙外来治療費助成事業を開始。広報を活用した全
町民への情報提供。各保健事業での喫煙者への情報提
供、町内医療機関への情報提供等実施している。

○　医療機関未受診者・治療中断者について、病院への
受診勧奨や保健指導を実施しながら医療機関との連携を
図るとともに疾病の重症化予防につなげていく。
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ウ　疾病管理・再発予防

○　再発及び合併症を予防するための治療や基礎疾患
の管理、再発時の対応方法について、地域の医療機関と
専門的医療機関との連携体制の充実が必要です。

令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　慢性心不全患者の管理に当たっては、関係者間
で心不全の概念を共有することが重要であることか
ら、患者やその家族、心血管疾患を専門としない医療
従事者や介護関係者等への正しい知識の普及に努め
ます。

　　　(４回／年)

○　急性期から回復期、再発予防まで切れ目なく適切
な医療が提供できるよう、保健医療福祉圏域連携推
進会議等を活用し、患者の受療動向に応じた連携体
制の充実を図ります。

○  地域の医療情報連携ネットワークであるメディネッ
トたんちょうを活用し、診療情報を地域の医療機関と共
有し、連携することにより、効率的で良質な患者サービ
スの提供、医療提供体制の充実が図られるよう努めま
す。

イ　医療連携体制の充実

○　根室地域保健医療福祉圏域連携推進会議の開催

　　　(４回／年)

○　発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、
回復期医療、再発予防の各期における医療機関及び
関係団体の取組を促進します。

○　地域医療構想調整会議の開催

○　急性期から回復期、再発予防まで切れ目なく適切な
医療がが受けられるよう、関係機関の連携体制の充実が
必要。

○　慢性心不全患者に対しては、 自覚症状や運動耐
容能の改善及び心不全憎悪や再入院防止を目的に、
運動療法、患者教育、カウンセリング等を含む多職種
による多面的・ 包括的なリハビリテーションを実施しま
す。

必要な施策
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【糖尿病の医療連携体制】
数値目標等

指標名(単位)               

全　　道 29.7% 全　　道 31.4%

根室市 16.1% 根室市 16.0%

別海町 36.9% 別海町 37.6%

中標津町 30.5% 中標津町 35.8%

標津町 33.5% 標津町 41.4%

羅臼町 27.7% 羅臼町 28.0%

数値目標を達成するために必要な施策など

根室・中標津保健所

市立根室病院

根室市

（再掲）

地域連携クリティカルパスの導入 導入なし
地域連携クリティカルパス
の導入を目指す

導入なし

HbA1ｃ値の6.5以上の者の割合
（40～74歳）

１年以内の糖尿病性腎症による
新規透析導入患者数

（令和２年度）

男性　10.3％

女性　5.0％

（令和４年度）

13人

（令和４年度）

男性　10.7％

女性　5.3％

（令和６年度）

40人

NDBオープンデータ
（令和２年度）

北海道における透析医療の
現状（令和４年度）

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

特定健康診査実施率

（令和４年度実施率）

全道目標値（70.0％）への
到達を目指し、各保険者
ごとに実施率の向上を図
る

（令和６年度実施率）

市町村国保特定健康診査・
特定保健指導実施状況（令
和４年度）の集計データ

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

ア　発症予防対策の充実

現状値より減少させる

現状値より減少させる

○　糖尿病は自覚症状がなく、進行する病気であることか
ら、定期的な健診受診が必要であることを住民に周知す
るとともに、適切な食生活及び運動習慣により予防や改
善ができることの普及啓発が必要。

○　医療保険者等と連携し、糖尿病の発症リスクがある
者に対して、保健指導や医療機関受診を勧め、生活習慣
の改善が図られるよう支援が必要。

○　糖尿病予防と治療の必要性を啓発し、糖尿病に対する
正しい知識や定期的な健診による早期発見、早期治療の
重要性を理解してもらうため、「糖尿病教室」や「ねむろ糖尿
病デー市民公開講座」を予定していたが、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止に伴い休止した。

○　道・市町・医療保険者が連携して、特定健康診査
の意義を広く周知するとともに、特定健康診査・特定
保健指導の充実に努めます。

○　各市町健康増進計画及び根室圏域健康づくり事業行
動計画に基づき、生活習慣の改善を図るため、各種保健事
業を実施

○　各関係機関へ講演会等の開催案内を周知
〇　循環器病対策講演会及び健康づくり講演会の開催
〇　健康教育等でのけんしんリーフレットの配布

○　特定健診の受診率向上のためには、がん検診受診
率向上の取組みと連携することが有効と考えられ、　「ね
むろ健康まつり」における周知チラシの配布や　健康情報
ブースでのＰＲなどを今後も継続する。

○　今後も糖尿病に対する正しい知識をより広く理解して
もらうことが必要であるため、新型コロナウイルス感染拡
大防止を考慮しながら、「糖尿病教室」や「ねむろ糖尿病
デー市民公開講座」開催を検討。

○　道・市町・医療保険者が連携して、適切な食生活
及び運動習慣により糖尿病の発症予防や改善ができ
ることの普及啓発を行います。

○　住民の健康づくりを支援する「ほっかいどうヘルスサ
ポートレストラン推進事業」の登録推進を実施（店内禁煙を
登録要件とする）。

　　　登録数（令和８年３月31日現在）
　　　根室管内　16施設　　中標津管内　14施設

○　糖尿病の発症リスクがある者に対しては、医療保
険者等と連携して特定保健指導を実施し、生活習慣
の改善が図られるよう支援します。

○　特定健診受診率向上のため、国保加入者・後期高齢
者・生活　保護受給世帯については、集団がん検診と同時
に特定健診を受　診できるようにしている。また、平成２９年
度からは、社会保　険被扶養者も特定健診を受診すること
を可能とした。
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別海町

中標津町

（再掲）

標津町

（再掲）

羅臼町

○　特定健診を他検診と同時に行い総合健診として実施。

○　健診受診率向上のため、特定健診を無料化した。
○　健診受診率向上のため、LINE予約を導入し、健診勧奨
チラシで周知。

○　喫煙率が依然として高いため、禁煙対策を妊娠期から
子育て期を含めて実施している。

○　特定健診・がん検診受診率が、がん対策基本法等で
示された目標値と比較して低いため、受診率向上に向け
た取り組みが必要。

○　禁煙外来治療費助成事業を開始。広報を活用した全
町民への情報提供。各保健事業での喫煙者への情報提
供、町内医療機関への情報提供等実施している。

〇　糖尿病性腎症重症化予防対策については、町内診
療所との情報交換、ケース会議等で連携している。

○　特定健診の事後に保健指導プロセス計画に基づいた
保健指導を実施。

○　羅臼町健康増進計画に基づいて、生活習慣病の予
防、がん検診事業を実施している。

○　糖尿病や高血圧治療者のコントロール状況は健診継
続受診者の方が良好なため、通院者の特定健診受診促
進を検討。
○    R3からAIを活用した受診勧奨を実施していてR8も継
続する。

○　受診率向上のため、LINE予約（QRコード）のタッチポ
イントを増やすなど取組が必要。

○　特定健診に項目の上乗せ、受診費用の無料化、個別
通知や電話勧奨、翌年度の自動予約実施等の他、受診率
向上のためのインセンティブとして、健診の受診等に応じポ
イントを付与し、抽選で健康グッズ・商品券等が当たる健康
ポイント事業を実施。

○　特定健診受診率向上のため、未受診者への受診勧
奨等、受診率向上の取組が今後も必要。
○　生活習慣病の未受診者・治療中断者へ受診勧奨通
知や保健指導を行い、重症化予防に繋げていく。

○　受診申し込みの利便性向上（先行予約、ネット（QRコー
ド）予約等）

○　標津町健康増進計画に基づき脳血管疾患と心疾患を
含む循環器疾患についての発症予防・重症化予防のため
の保健事業を実施。

○　特定健診受診率向上のために引き続き未受診者勧
奨を実施し、健診の結果、生活習慣病のリスクが高い受
診者への保健指導を実施、継続する。

○　特定健診の前年度受診者や一部の対象年齢への問診
票自動送付、還暦対象者の健診料金無料を実施。

ア　発症予防対策の充実

必要な施策 令和７年度取組状況

○　特定健診の基本項目に追加し全員にクレアチニン等を
実施。

○　特定保健指導以外に、重症化予防のための結果説明
会や病院受診勧奨、２次健診の実施。

○　特定健診と5がん(胃がん・肺がん・大腸がん・子宮頸が
ん・乳がん)、その他の検診(肝炎ウイルス・エキノコックス)
を同日実施し、夜間や土日にも実施している。若年の生活
習慣病発症があるため、高校生健診、若者健診の実施。

〇糖尿病性腎症重症化予防プログラムを策定し、医療機
関等と糖尿病連携手帳を活用し連携している。

  推進上の課題と今後の対応

○　糖尿病性腎症重症化予防対策について
　町内医療機関には町のプログラムを示し協力体制をとっ
ている。
　かかりつけ医とは糖尿病連携手帳等により連携し、事業
をすすめている。

○　医療機関未受診者・治療中断者について、病院への
受診勧奨や保健指導を実施しながら医療機関との連携を
図るとともに疾病の重症化予防につなげていく。

○　特定健診受診率向上のために未受診者勧奨を実施。
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別海町

○　道・市町及び医療保険者、医療機関等は、糖尿病
患者に対して、継続治療の必要性等を啓発し、病状の
悪化や合併症予防に努めます。

○　糖尿病性腎症重症化予防プログラムによる取り組みの
推進と地域の連携体制の強化

○　透析医療施設及び透析装置の導入状況について、
引き続き把握する。

○　透析医療施設は、３施設

○　かかりつけ医からの依頼で保健指導を実施し、糖尿病
連携手帳等を用いて保健指導内容を伝達

○　発症予防、初期・安定期治療、専門治療、急性期
合併症治療、慢性合併症治療の医療機能における医
療機関の取組を促進します。

○　特定健康診査・特定保健指導従事者を対象とした資質
向上のための研修会を通じ、市町が実施している特定健康
診査の受診率の向上を支援。

○　早期発見、早期治療のため、生活習慣の改善に関す
る普及啓発と特定健康診査及び特定保健指導の実施率
の向上を図るとともに、回復期や維持期に適切なリハビリ
テーションが受けられる環境づくりを促進する。

○　かかりつけ医からの依頼で保健指導を実施し、糖尿病
連携手帳や口頭で保健指導内容をかかりつけ医に伝達。

○　糖尿病治療者でも糖尿病連携手帳を病院からもらっ
ていない場合もあるので、町で購入し使用

○　発症予防から専門治療・慢性合併症治療まで切
れ目なく適切な医療が提供できるよう、糖尿病連携手
帳（日本糖尿病協会発行）等を用いた地域連携クリ
ティカルパスを活用し、患者の受療動向に応じた連携
体制の充実を図ります。

○　患者の受療動向等を踏まえた広域的な連携に関
する協議の場として、保健医療福祉圏域連携推進会
議等を活用しながら、患者情報の共有や地域におけ
る課題等について意見交換を行うなど、病病連携・病
診連携の更なる推進を図り、必要な医療連携体制の
確保に努めます。

　透析装置は、55台（令和６年12月１日現在、保健福祉部
健康安全局地域保健課調査「第二次医療福祉圏域別透析
医療の現況」）

○　市町や関係団体等と連携し、職域や人間ドックでの特
定健康診査の受診率向上に向けた啓発を実施

○　地域の健康課題解決のために、関係職員が協力し、
情報の共有や役割理解に繋がるような研修を実施する。

○　地域連携クリティカルパス活用についての、より具体
的な情報を提供するとともに、整備に向けた問題点を把
握することが必要であり、引き続き同パスの整備を促進
する。

○　糖尿病連携手帳の普及を推進

○　地域連携クリティカルパスの整備に係る情報を提供

○　継続して「糖尿病連携手帳」の普及を行う。

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

イ　重症化予防等に係る取組の推進

13



【精神疾患の医療連携体制】
数値目標等

指標名(単位)               

　
数値目標を達成するために必要な施策など

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室市

根室・中標津保健所

64名 64名

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

慢性期入院患者数
（令和４年度）

現状より減少
（令和４年度） 精神保健福祉資料

○　一般の医療機関から適切に精神科医療機関につ
なげるため、医療従事者等を対象とした研修等の情報
提供を行います。

○　各種研修の情報を医療機関へ通知

○　地域住民や団体等を対象とした適切な精神科医療
への正しい知識の普及啓発に努めます。

〇　精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム構築に
係る圏域における協議の場を開催
　　 開催日：R７.12.12、R８.３.10

○　R７.６.19精神科医療懇談会への参加
　　参加機関：管内精神科医療機関９カ所、
　　道庁障がい者保健福祉課、道立精神保健福祉ｾﾝﾀｰ、
　　帯広、網走、北見、中標津、根室保健所

○　一般科医療機関から適切に精神科医療機関につなげ
るため、内科医等かかりつけ医を対象とした研修等によ
り、各医療機関の連携体制の構築を促進することが必要で
あり、引き続き研修等の情報を関係医療機関へ提供する。

○　精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの
構築に向けて、保健・医療・福祉関係者による協議の
場を設置します。また、市町ごとにも設置できるよう広

域での調整・支援に努めます。

〇　根室圏域精神障害者地域生活支援事業（委託事業）
の地域生活支援協議会(精神障害者にも対応した地域包
括ケアシステム構築に係る圏域別協議の場）を継続的に
開催し、地域の課題の検討体制を整備する。

○釧根地域の精神病院の状況を考慮し、必要に応じて根
室圏域精神科医療懇談会を開催する。

○　精神疾患により入院治療をしている人に対し、入院医療
費の１５％を補助している。

○　今後も引き続き､精神疾患の方への支援を行う。

ア　統合失調症

　 ○　各市町に設置する地域自立支援協議会への参画等に
より市町での支援体制の構築を図る。

○　精神科医療に係る課題について、医療機関及び保健
所等と現状の共有や課題解決に向けた検討の場を開催す
る。

○　長期入院等の後に退院した者や治療中断者等の
地域生活の支援のために、保健医療福祉関係機関等
による支援体制の構築を促進します。

○　精神科病院に入院している者の退院を促進するた
め、地域の相談支援事業所や医療機関等と連携し、長
期入院患者の地域移行・地域定着の支援を推進しま
す。

○　釧路・根室圏域精神障害者地域生活支援事業（委託
事業）により関係機関と連携する。

○　各市町に設置する地域自立支援協議会への参画等に
より市町での支援体制の構築を図る。

〇　根室圏域地域生活移行支援協議会への参画
　　 開催日：R7.12.12、R8.3.10
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根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

別海町

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

標津町

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

イ　うつ病・躁うつ病

○　うつ病の診療知識の普及や精神科専門医との連
携を推進するため内科医等かかりつけ医の対応力向
上のための研修会等の情報を提供します。

○　「かかりつけ医うつ病対応力向上研修」の研修情報を医
療機関へ通知（道立精神保健福祉センターから各医療機関
へ通知）

○　うつ病診療の対応力向上を目的とした研修会情報を引
き続き医療機関へ提供する。

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　研修・会議やホームページなどを活用し、住民や保
健医療福祉関係者、職域関係者等に対して、うつ病や
こころの健康に関する知識の普及啓発に努めます。

〇　ホームページに正しい知識や相談先を情報提供 〇　引き続き、正しい知識や相談先の情報提供する。
〇　相談支援を通して地域の障害福祉サービス事業所等の
関係機関との連絡・調整

〇　相談支援を通じて、関係機関と連携した地域の支援力
向上を図る。

○  患者のニーズや病状に応じて、地域の就労支援事
業所、障害者就業・生活支援センター等の関係機関と
連携・調整を行います。 〇　事業所のメンタル不調職員へのカウンセリングの実施

〇　事業所職員を対象にこころの健康講座「うつ病について
（適応障害を含む）」を開催

〇　R8年度は後期高齢者のうつ病のスクリーニングについ
て検討・準備

○市民後見人フォローアップ研修実施 〇広報誌を活用し、認知症の相談窓口や対応等の普及啓
発を継続する。○認知症初期集中支援チーム検討委員会実施

ウ　認知症

○　早期の診断と専門的な治療につなげるため、内科
医等かかりつけ医の認知症に関する研修会等の情報
を提供します。

○　認知症に関する相談に対し、関係機関と連携するなど
側面的な支援を行う。

○　地域住民や医療介護関係者等に対して、早期相談
に向けた知識の普及啓発を進めます。

○　SOSネットワーク事務局移管にかかる調整。令和６年度
末に社会福祉課へ事務局を移管済。

○　ネットワーク構成機関として運営に協力。運営会議へ
の出席。

○ R８.２.18根室ＳＯＳネットワーク及び中標津保健所管内Ｓ
ＯＳネットワーク運営会議の出席。

○　会議等を活用し認知症疾患医療センター、認知症
初期集中支援チーム、地域包括支援センター及び医
療・介護関係機関との連携を促進します。

○　心の問題の発見後、適切な療育や子育てに対する
不安の解消などの支援につなげられるよう、発達障が
いに関する専門性の向上を図るため、教育や相談支
援業務に関わる職員を対象とした研修等の情報を提供
します。

○　思春期精神保健をテーマとした厚生労働省「こころの健
康づくり対策事業」の研修情報を医療機関へ提供

○　子どもの心の診療を行う医師の養成を図るため、引き
続き、研修情報を提供する。

エ　児童・思春期精神疾患

○　発達障がいの早期発見や適切な成長・発達を促す
るため、今後とも乳幼児健診について市町からの受診
勧奨を徹底します。

○　心の問題を持つ子どもとその家族が身近な地域で
適切な医療的相談や診療の支援を受けることができる
よう、市町に必要な専門的支援の確保に努めるほか、
地域の保健・医療・福祉・教育等の関係機関のネット
ワークを構築し、連携の促進を図ります。

〇　こころの健康に課題を抱える子どもとその家族、支援者
に対し、精神科医師による専門相談や保健師による相談を
実施。また、個別事例に市町及び保健・医療・福祉・教育等
の関係機関と連携した支援の実施。

○　心の健康に課題を抱える子どもとその家族、支援者に
対し、小児科医や精神科医師による専門相談の機会を確
保するとともに、相談支援を通して市町及び保健・医療・福
祉・教育等の関係機関とネットワークを構築する。
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根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

別海町

別海町

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

中標津保健所

根室市

根室・中標津保健所

別海町

別海町

オ　発達障がい

○　発達障がいの当事者・家族等を適切な支援につな
げられるよう、発達障がいに関する専門性の向上を図
るため、保健福祉に関わる職員を対象にした研修等の
情報を提供します。

○　厚生労働省「こころの健康づくり対策事業」の研修情報
を医療機関へ提供。

○　発達障がいに関わる保健福祉職員の専門性の向上を
図るため、引き続き、研修情報を提供する。

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　発達障がいの当事者・家族等が速やかに医療機
関を利用できるよう、道のホームページを活用するなど
医療機関に関する情報の提供に努めます。

〇　個別・関係者相談、ホームページを通じて、発達障がい
の診療を行っている医療機関について情報提供。

〇　引き続き、発達障がいの診療を行っている医療機関に
ついて情報を提供を行う。

○　発達障がいを持つ者が身近な地域において適切な
診療を受け、また、その家族が適切な医療的相談がで
きるよう、市町に必要な専門的支援の確保に努めるほ
か、地域の保健・医療・福祉・教育等の関係機関のネッ
トワークの充実と、ライフステージに応じた切れ目のな
い支援のための連携の促進を図ります。

〇　地域の保健・医療・福祉・教育等の関係機関と連携した
支援の実施。

〇　相談支援を通じて、地域の保健・医療・福祉・教育等の
関係機関との連携、ネットワークを構築する。

〇　臨床心理士が発達相談支援を実施 〇　臨床心理士2名体制で発達相談支援実施

〇　町立病院に新設された発達精神支援室及び（児童）発
達精神外来新設準備・協力

〇　こども家庭センター中心に医療・福祉・教育関係機関
等のネットワークの充実をはかり、切れ目の無い支援を意
識した取組を行う

○　「北海道アルコール健康障害対策推進計画」に基
づき、予防及び相談から治療回復支援に至る切れ目
のない支援体制を整備します。

○　研修会など各種研修について各町・医療機関へ周知 〇　相談支援を通して地域の保健・医療・福祉・教育等の
関係機関との連携、自主グループへの側面的支援を実施
する。

〇　管内自主グループへの側面的支援

○　当事者向けグループの開催　18回 ○　今後も引き続き、集団支援を通して当事者がアディク
ション課題を受け入れ、止めるための手立てや生き方を考
える場を提供する。

カ　依存症

○　依存症に関する知識を普及し、当事者・家族を地
域で支援することができるよう、地域住民に対する啓発
や依存症の自助グループや支援者と連携を強化し、依
存症支援体制の構築を促進します。

○　アルコール依存症臨床医等研修など各種研修情報を医
療機関へ提供

○　依存症の当事者や家族を支援するため、引き続き、医
療関係者へ研修情報の提供を行う

〇　保健・医療・福祉の職員に向け、道立精神保健福祉セン
ター等が実施する研修、自主グループ活動に関する情報提
供

〇　保健・医療・福祉の職員に向け、道立精神保健福祉セ
ンター等が実施する研修、自主グループ活動に関する情
報を提供する。

○　 酒害相談員不在のため、個別に相談があった場合は、
保健師が対応し、アルコール依存症の方への支援の実施。

〇　今後も引き続き、アルコール依存症の方への支援を行
う。

キ　外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）

〇　保健師・臨床心理士が久慈市（被災地）の視察を行い、
災害時支援について学んだ

〇　危機や災害に備え、地域ネットワークの強化を図る

〇　保健・医療・福祉の職員に向け、道立精神保健福祉セン
ター等が実施する研修等の情報提供

〇　引き続き、保健・医療・福祉関係者に向け研修等の情
報を提供する。

○　被災者や犯罪被害者等が心理的外傷その他災害
や犯罪などにより心身に受けた影響から回復できるよ
うにするために、地域の保健・医療・福祉職員等に知
識の普及啓発を図ります。

○　保健・医療・福祉の職員等の支援技術育成に向
け、精神保健福祉センター等が実施する研修等の情報
を提供します。 〇　保健師がPTSD及び犯罪被害者等への支援に関する研

修会を受けた
〇　今後も相談支援体制の強化を図る
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根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

○　高次脳機能障がいの当事者・家族が身近な地域で
支援を受けられるよう、保健所における相談窓口の周
知を図るとともに、地域において医療関係者等を対象
とした研修を実施するなど支援体制の充実を図りま
す。

○　保健所における相談窓口をホームページを通じて周知 ○　ホームページを活用して保健所における相談窓口の
情報提供を行う。〇　相談支援を通じて、地域の保健・医療・福祉・教育等の

関係機関と連携した支援の実施 〇　相談支援を通して地域の保健・医療・福祉・教育等の
関係機関との連携ネットワークを構築する

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

ク　高次脳機能障がい

○　摂食障害の当事者・家族等が速やかに医療機関
を利用できるようホームページを活用するなど医療機
関に関する情報の提供に努めます。

○　摂食障害の当事者・家族等が速やかに医療機関を利
用できるよう、ホームページを通じて医療機関情報を提供
する。

ケ　摂食障害

○　保健・医療・福祉・教育関係者に、摂食障害に関す
る知識の普及啓発を進めます。

○　相談対応や知識の普及啓発 〇　引き続き、相談対応および知識の普及啓発に取り組
む。

コ　てんかん

○  専門医による高度な医療が必要な患者に対し、地
域における診療連携体制の構築や遠隔医療による対
応を進めます。

サ　精神科救急・身体合併症

○　未治療のてんかん患者やその家族に対し、てんか
んに関する知識の普及啓発等に取り組みます。

○　相談対応や知識の普及啓発 〇　引き続き、相談対応および知識の普及啓発に取り組
む。

○　老年期に発症するてんかんに関して医療関係者等
への理解の促進に取り組みます。

○　身体合併症を有する救急患者への対応が円滑に
行われるよう、一般救急を担う医療機関との協力体制
や救急搬送時における受入のルールづくりについて検
討します。

○  釧路・根室地域精神科救急医療体制連絡調整会議にお
いて、身体合併症患者を含む精神疾患患者の搬送及び受
入れルールについて検討

釧路・根室・中
標津保健所

○　身体合併症を有する救急患者への対応が円滑に行わ
れるよう、　一般救急を担う医療機関との連携強化を図る。

○　休日・夜間の緊急の救急医療を要する患者に対応
することができるよう、釧路・根室第三次医療圏内で
の、輪番体制の整備をはじめとした精神科救急医療体
制を確保します。

○　夜間・休日等における緊急時の診療、相談等について、
釧路・　根室精神科救急医療システムにより対応

釧路・根室・中
標津保健所

○　釧路・根室地域精神科救急医療体制連絡調整会議に
おいて、釧路・根室第３次医療圏内における精神科救急医
療体制推進に向け、協議を継続する。○　個別の相談事案に対して、一般救急を担う医療機関と

連携
釧路・根室・中
標津保健所
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根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

中標津保健所

根室市

別海町

中標津町

標津町

○　根室圏域の保健・医療・福祉・労働・教育等の関係
機関から構成される「地域自殺対策推進連絡会議」の
構成機関・団体と連携し、地域における人材育成や相
談体制の確保等の総合的な自殺対策を推進します。

〇　保健・医療・福祉の支援技術育成、市町村自殺対策計
画策定に向け、道立精神保健福祉センター等が実施する研
修等の情報提供

〇　各市町ごとに策定された自殺対策計画の推進に向け、
根室管内の関係機関で、現状課題について協議できる場
を開催する。

○　R８.３.13 根室・中標津保健所管内自殺対策推進連絡会
議の開催

○　自殺対策に係る関係機関との連携強化を図る。

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

シ　自殺対策

　・地域ネットワークの強化
（庁内連絡会議・地域ネットワーク会議構成機関との連携）

　・住民への啓発と周知へ向けた取組

○　R７.11.13 自死遺族支援に係る講演会開催（道立精神
保健福祉センター支援）*管内４町と共催

○　遺族支援に係る地域住民への啓発普及を行う。

〇　根室市「いのちを支える」自殺対策行動計画の推進 〇　保健、医療、福祉の連携強化を図り、情報共有や積極
的な協議による問題意識の醸成に努める。

〇　中標津町生きるを支える自殺対策行動計画の推進 ○　支援する人材育成
・

○　第2期別海町自殺対策行動計画の推進
　・別海町庁内自殺対策連絡会議の開催
　・別海町自殺対策推進協議会の開催
　・ゲートキーパー研修会の開催
　・メンタルヘルストピックス研修会の開催
　・自殺ハイリスク事例検討会の開催
　・町内事業所合同新人メンタルヘルス研修会の開催
　・自殺対策報告会の開催
　・自殺予防週間・自殺対策強化月間に合わせた自殺予防
普及啓発チラシの新聞折込、広報掲載、ホームページ掲載
  ・こころの健康相談、高校訪問相談等の相談対応
  ・人材育成のため職員の研修参加

○　組織・地域のネットワークづくり

　　メンタルヘルスリテラシ－（こころを大切にする風土）の
　醸成

　　自殺対策予防週間、自殺対策強化月間の啓発・周知

　・人材育成のため、職員の研修参加 ○　組織・地域の連携体制の構築及び強化

　・中標津町生きるを支える地域連絡会議の開催

　・こころの健康相談

　・住民への啓発と周知

　・自殺予防講演会、ゲートキーパー養成講座の開催

　・精神保健福祉相談等の相談

　・住民への啓発と周知

○　第２期標津町自殺対策計画の策定および推進 ○　庁内・地域の関係機関との連携を強化し、それぞれの
立場で自殺対策を推進できるようにする。　・地域におけるネットワークの強化（庁内連絡会議・地域

ネットワーク会議構成機関との連携） ○　継続して自殺対策を支える人材の育成を図る。

　　　自殺対策予防週間、自殺対策強化月間の啓発・周知

　・ゲートキーパー研修の開催
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羅臼町〇　第２期羅臼町いのちを支える自殺対策計画の推進 ○　地域の理解を得て、全町的な取り組みとして推進す
る。　・精神保健福祉等の相談

　・住民への啓発と周知

　　自殺対策予防週間、自殺対策強化週間の啓発・周知

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　医療観察法による通院決定、退院決定を受けた方
を対象として実施される「地域社会における処遇」にお
いて、生活に必要な支援が円滑に提供されるよう、指
定通院医療機関、保護観察所、市町及び相談支援機
関等の関係機関と連携して取り組みます。

○　現在、対象者なし。
　　なお、保護観察所主催の会議等への参加により連携を
深めており、今後、対象者がいた場合は、関係機関と連携し
た支援を実施する。

根室・中標津保健所 ○　医療観察法に基づく処遇を要する事例が発生した場合
に適切に対応できるよう、医療観察法における処遇につい
て日頃から関係機関と連携を図る。

　・ゲートキーパー研修会の開催、SOS出し方教育の実施

ス　医療観察法
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【救急医療体制】
数値目標等

指標名(単位)               

数値目標を達成するために必要な施策など

ウ　救急搬送体制の充実

○　道東ドクターヘリ運航調整委員会への出席 ○　引き続き、道東ドクターヘリの安定的な航空医療体制
を確保する必要があり、運航調整委員会に参画する。

○　道東ドクターへリのより効率的な運航を図るため、
関係機関との連携やメディカルコントロールに基づく病
院前救護体制の充実を図ります。

○　釧路根室圏メディカルコントロール協議会への出席（オ
ンライン開催）

○　重症患者の救急医療を24時間365日体制で確保
するため、現在の病院群輪番制を維持します。

○　医療機能の明確化及び役割分担の適正化のた
め、医療機関・消防機関等の関係機関との連携、並び
に釧路圏域の医療機関との連携を一層推進します。

○　根室管内には、三次救急を担える医療機関がないた
め、釧路圏域の医療機関との連携が必要であり、医療・
消防等の関係機関との連携、並びに釧路圏域の医療機
関との連携を図る。

○　二次救急医療体制については、市立根室病院及び町
立中標津病院が病院群輪番制に参加している。また、町立
別海病院、標津町国民健康保険標津病院、知床らうす国民
健康保険診療所が救急告示医療機関として、それぞれ24
時間、365日体制を確保している。

○　三次救急医療体制については、釧路市内にある市立釧
路総合病院救命救急センターや高度専門医療機関へ搬送
している。

イ　二次・三次救急医療体制の充実

○　医師不足等により十分な医療資源の確保が難しいこ
とから現状を維持、継続することが必要であり、医師会等
関係団体と連携し、現体制の維持を図る。

○　北部４町は、土・日曜日及び祝祭日・夜間は各自治体
病院・診療所が対応している。

○　医師会等の関係団体と連携し、現在の体制を維持
します。

○　根室市は、土・日曜日及び祝祭日は市立根室病院が対
応している。また、日曜日は一般社団法人根室市外三郡医
師会による在宅当番医師制も行っている。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

（令和５年度） （令和７年度）

受講人数　　1,306人 受講人数201人（根室市）

受講人数314人（根室北部）

受講者の増加普通救命講習の受講状況

（令和５年末）

ＡＥＤの配置    　216台

（令和５年末）

配置したＡＥＤの定期的な
点検の実施

（参考：令和7年度）

  推進上の課題と今後の対応

ア　初期救急医療体制の充実

根室市消防本部　　19人

保健所調べＡＥＤの配置及び定期点検

根室市消防本部   18人

根室北部消防事務組合
　　　　　　　　　　　64人

現状維持救急救命士の配置状況

必要な施策 令和７年度取組状況

根室北部消防事務組合

　　　　　　　   　　　　65人

ＡＥＤの配置    　226台

（令和７年末）
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  【R７年度受講人数】
　　根室市消防本部：201人
　　・普通救命講習Ⅰ（成人用）：184人
　　・普通救命講習Ⅱ（成人用）：0人
　　・普通救命講習Ⅲ（小児用）17人
  　根室北部消防事務組合消防本部：314人
 　・普通救命講習Ⅰ（成人用）：293人
 　・普通救命講習Ⅱ（成人用）：15人
 　・普通救命講習Ⅲ（小児用）：6人

○　救急の日ポスターの配布

○　救急医療機関、かかりつけ医、介護保険施設、精
神科救急等、関係機関の連携を図ります。

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　北海道救急医療・広域災害情報システムの情報提
供や救急法等講習会を開催するなど、普及啓発に努
めます。

○　医師会や消防機関などと連携し、救急医療機関や
救急車の適切な利用に関する普及啓発に努めます。

○　救急医療に関する知識の普及啓発のため、ＡＥＤの
使用を含めた救急法等講習会の継続した開催が必要な
ため、引き続き救急法等講習会を開催する。

エ　住民への情報提供や普及啓発

○　根室市消防本部と連携し、救急法等講習会を開催

○　根室北部消防事務組合消防本部と連携し、救急法等講
習会を開催
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【災害医療体制】
数値目標等

指標名(単位)               

数値目標を達成するために必要な施策など

根室・中標津保健所

ア　災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の
充実強化

○　災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医
療等の高度の診療機能を確保し、被災地からの患者
の受け入れや広域搬送に係る対応を行い、医薬品・医
療材料などを供給するとともに、応急用資機材の貸出
等により地域の医療機関を支援します。
　　また、道の要請に基づき救護班、ＤＭＡＴを派遣し、
医療救護活動を行います。

必要な施策 令和７年度取組状況

○　災害発生時に、医療救護班の配置調整や医薬品
等の供給調整など医療救護活動を迅速かつ的確に実
施できるよう情報交換の場として、医師会、歯科医師
会等関係団体、自治体病院・診療所、各市町、振興局
からなる「地域災害医療対策会議」を設置し、連携体
制の強化を図ります。

○　引き続き、道東ドクターヘリの安定的な航空医療体制
を確保する必要があり、運航調整委員会に参画する。

○　道東ドクターヘリの安定的な航空医療体制の確保
を図ります。

○　地域の医療資源に即した災害時に必要な災害医
療体制の確保に努めます。

○　災害発生時に迅速かつ的確な活動が行えるよう連携
体制の確保を図る。

○　道や市町は、被災者に対して感染症のまん延防
止、メンタルヘルスケア等のニーズに的確に対応する
ため、保健師、栄養士などによる保健指導及び栄養指
導を実施するとともに関係機関、関係団体との連携を
図ります。
　　また、そのために関係職種の研修機会の確保に努
めます。

○　関係職員の研修機会の確保に努める。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

災害拠点病院（２病院）における
業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

全災害拠点病院での策
定（２病院）

保健所調べ

ＥＭＩＳ操作を含む研修・訓練を実
施している病院の割合（％）

保健所調べ

２　病院

100%

２　病院

全病院での実施

100%
100%

  推進上の課題と今後の対応

○　道東ドクターヘリ運航調整委員会への出席（再掲）

○　災害拠点病院指定要件の一部改正内容について各医
療機関に周知
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町立中標津病院

市立根室病院

根室・中標津保健所

市立根室病院

町立中標津病院

市立根室病院

根室・中標津保健所○　医療機関におけるＥＭＩＳの入力体制整備及び入力訓
練実施状況の把握

○　ＥＭＩＳ入力訓練の実施
　　 開催日：R８.３.10

○　令和７年度災害時通信訓練の実施

〇　令和７年度北海道災害医療従事者研修参加（１名）

○　災害時通信訓練（衛星携帯電話）の実施

○　ＥＭＩＳの入力体制整備

○　災害時におけるEMISの円滑な運用が重要である
ことから、保健所はもとより、各病院における入力訓練
の実施を促進します。

エ　広域災害・救急　医療システム（ＥＭＩＳ）の活用

○　ＥＭＩＳの入力体制整備及び担当者の入力訓練実施 ○　災害時におけるＥＭＩＳの円滑な運用のため、保健所
及び各病院における定期的な入力訓練の実施に努める。

町立中標津病院

○　災害時にDMATが有効に機能するため、研修参加
による人材育成や、定期的な訓練等を行うよう努めま
す。

○　体制維持のため、ＤＭＡＴ資格の更新、必要に応じた
隊員の補充に努める。

○　令和７年度災害派遣医療チーム研修参加（２名）

〇　令和７年度北海道災害医療従事者研修参加（１名）

○　各種研修の受講案内について各医療機関に周知

ウ　災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　各災害拠点病院で策定されている防災マニュアル
の定期的な見直しを図るとともに、業務継続計画
（BCP）の策定を進めます。

○　各災害拠点病院における定期的な訓練や各種研
修等への受講を促し、体制の強化に努めます。

○　災害対策マニュアル及び業務継続計画（ＢＣＰ）の整備

○　業務継続計画（BCP）の改定実施の検討

○　災害対策マニュアル及び業務継続計画（ＢＣＰ）の定
期的な改定、見直し。

イ　災害拠点病院の強化
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【新興感染症発生・まん延時における医療体制】
数値目標等

指標名(単位)               

病床数 8床 病床数 23床

発熱外来機関数 2機関 発熱外来機関数 ７機関

病床数 43床 病床数 32床

発熱外来機関数 7機関 発熱外来機関数 ９機関

自宅療養者などへ
の医療提供機関
数（病院・診療所・
訪問看護事業所）

4機関

自宅療養者などへ
の医療提供機関
数（病院・診療所・
訪問看護事業所）

10機
関

自宅療養者などへ
の医療提供機関
数（薬局）

21機関
自宅療養者などへ
の医療提供機関
数（薬局）

18機
関

後方支援を行う医
療機関数

1機関
後方支援を行う医
療機関数

２機関

数値目標を達成するために必要な施策など

（医療機能の確保）
根室・中標津保健所

（個人防護具の備蓄）

根室・中標津保健所

（適切な感染対策）
根室・中標津保健所

根室保健所

根室・中標津保健所

体制整備（流行初期）
- 感染症法に基づく医療措置

協定締結医療機関数-

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

体制整備（流行初期期間経過後）

- 感染症法に基づく医療措置
協定締結医療機関数

-

-

-

-

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

ア　医療提供体制の確保

○管内医療機関に対し、ARIサーベランスに関する情報
をはじめ、必要な情報の提供に努める。

○　新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来
診療、自宅療養者等への医療等が提供できるよう、関
係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結す
るなど、平時から計画的な準備に努めます。
　また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該
感染症以外に対応する医療機関等の役割分担が図ら
れるよう調整に努めます。

○　各保健所管内の医療機関と医療措置協定の協議を行
い、道と各医療機関（病院、有床診療所、無床診療所、薬局
及び訪問看護事業所）との医療措置協定の締結に結びつけ
た。

○医療措置協定を締結していない医療機関に対し、今後
とも引き続き協議を継続する。

　根室保健所（病院（４箇所）、無床診療所（２箇所）、薬局（６
箇所）、訪問看護事業所（１箇所））

　中標津保健所（病院（４箇所）、有床診療所（１箇所）、無床
診療所（１箇所）、薬局（12箇所）、訪問看護事業所（１箇所））

○　新興感染症のパンデミック時に備え、診療等の際
に用いる個人防護具が不足しないよう、医療措置協定
の締結などを通じて、医療機関における個人防護具の
備蓄の促進に努めます。

○　道において、医療措置協定を締結した医療機関に対し、
個人防護具の備蓄状況を調査しており、GーMISによる報告
が困難な事業所に対し、保健所を通じ調査依頼を行った。

○　病院等において感染症が発生又はまん延しないよ
う、最新の医学的知見や医療
　　機関における実際の対応事例を踏まえた施設内感
染対策に関する情報や研究の成果、講習会・研修に
関する情報提供や活用の促進に努めます。
　○　感染拡大のおそれがある感染症への対応を適確
に行うため、衛生研究所や感染症
指定医療機関等と緊密に連携し、当該感染症に係る
情報の収集・分析、対応方針の共有に努めます。

○　ARIサーベイランスの開始に向け、関係機関への説明を
実施（令和７年４月からARIサーベイランス実施）

イ　人材の確保及び資質の向上

○　感染症医療担当従事者等を派遣する医療機関と
平時に医療措置協定を締結するな
ど、医療人材の応援体制の整備に努めます。

○　医療人材の応援体制の整備については、今年度締結の
医療措置協定に協議が整わなかった。

○管内医療機関における医療人材の確保状況の厳しさ
を踏まえつつ、今後とも協議を継続する。

○　新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施
　  実績無し

○新興感染症の発生を想定し、関係機関と連携した研
修・訓練を実施するよう努める。○　新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施

や、こうした研修会等への参加の促進など、感染症対
応を行う医療従事者や関係職員等の資質の向上に努
めます。
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【へき地医療体制】
数値目標等

指標名(単位)               

数値目標を達成するために必要な施策など

根室・中標津保健所

根室保健所

へき地医療拠点病院 町立中標津病院

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

へき地診療所
知床らうす国民健康保険
診療所

現状維持
知床らうす国民健康保険
診療所

○　市町や最寄りのへき地診療所等との連携の下、住
民の保健衛生状態を十分把握し、計画的に地域の実
情に即した保健指導を行います。

○　通院に不便な地域が多いため、住民の健康の保持・
増進のため、実情に応じた保健指導の検討を行う。

○　関係機関相互の連携により、貞節な保健及び医療
サービスが継続して実施される体制の維持・構築に努
めます。

現状維持 町立中標津病院

ア　へき地における保健指導

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　根室振興局保健行政室のホームページ「根室地域の
医療従事者確保」において、2015年から継続して掲載して
いる。

○　保健所のホームページを活用し、根室圏域の地域
医療の現状や地域医療を確保するための対策などに
ついて紹介します。

ウ　行政機関等によるへき地医療の支援

○　医療従事者を対象とした研修会の開催など、へき
地医療拠点病院や地域センター病院が行うへき地医
療支援活動に対して支援します。

○　市町が患者輸送車等を整備する事業に対して支
援し、搬送体制の整備に取り組みます。

○　遠隔医療や診療情報の共有ネットワーク化を行う
ため、必要な機器等の整備を行うへき地医療拠点病
院などに対して支援します。

○　医育大学に設置した地域医療支援センターによる
医師派遣等を活用し、医師の確保が行われるよう支援
します。

○　地域連携による地域医療体制の構築を今後も継続し
て取り組む。

○　「メディネットたんちょう」（医療情報提供ネットワーク）へ
の参画及び継続運用

〔情報開示施設〕
  市立根室病院、町立別海病院、町立中標津病院
　標津町国民健康保険標津病院、
　知床らうす国民健康保険診療所

○　へき地診療所である知床らうす国民健康保険診療所
と連携を図りながら、へき地拠点病院である町立中標津
病院がへき地医療支援活動を実施する際には、必要に
応じて支援を行う。

○　１２医療機関からなる「釧路・根室地域医療情報ネッ
トワーク協議会」を通じ、クリニック等が参照施設へ加入
するよう進めている。

○　三次医療圏内の未加入医療機関に対して、ネット
ワークへの加入を働きかける。

〔参照施設〕
  根室共立病院、石田病院、町立別海病院尾岱沼診療所
　町立別海病院西春別駅前診療所、阿部薬局、
　アベドラッグ西浜店

イ　へき地の診療を支援する医療の機能
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【周産期医療体制】
数値目標等

指標名(単位)               

数値目標を達成するために必要な施策など

5市町

イ　産婦人科医師等の状況

○　経産婦限定で分娩を受け入れている市立根室病
院については、三医育大学、他医療機関などの協力の
下、産婦人科医師及び小児科医師の常勤の固定医確
保に努めます。

○　市立根室病院の分娩受入体制は経産婦限定であるこ
とから、初産にも対応できるよう体制の強化が求められて
おり、産婦人科医師等の安定的な確保が必要である。

○　経産婦限定で分娩を受け入れている根室市におい
ては、初産に対応できるよう体制の強化が必要です。
体制が整うまでの間、釧路市、中標津町内の分娩受け
入れ可能な医療機関との連携を図ります。

○　根室市、別海町、標津町、羅臼町から総合周産期母
子医療センターである総合病院釧路赤十字病院（釧路市）
までの移動時間は、自動車等で２時間を超える市町もあ
り、迅速な搬送など緊急時の対応を整える必要がある。

○　身近なところに産科医療機関がない標津町、羅臼
町においては、妊産婦の負担軽減につなげるために、
町立中標津病院の産婦人科医師の指導の下、助産師
や医療ソーシャルワーカーとの連携強化を図ります。

○　養育者支援保健・医療連携システムを活用し、地域と医
療機関において周産期におけるハイリスク者の情報を共有
するとともに、早期支援と地域保健医療機関の連携を推
進。

○　支援の必要な妊産婦や新生児は年々増加傾向にあ
り、今後も養育者支援保健・医療連携システム事業を活用
し妊娠期からの切れ目のない支援を目指す。

○　市立根室病院及び町立中標津病院が分娩に対応して
いる。なお、市立根室病院の分娩受入体制は、経産婦限定
となっている。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

分娩受入れ体制 分娩受け入れ体制の強化町立中標津病院 町立中標津病院

市立根室病院　経産婦限
定

町立別海病院　分娩取扱
い休止

町立別海病院　分娩取扱
い休止

市立根室病院　経産婦限
定

  推進上の課題と今後の対応

ア　周産期を担う医療機関

必要な施策 令和７年度取組状況

○　平成25年4月に認定を受けている町立中標津病院
の機能の充実を図ります。

○　町立中標津病院に対し周産期母子医療センター運営事
業補助金を交付

○　継続して機能の充実を図る。

ウ　根室圏域における地域周産期母子医療センター
機能の充実

エ　救急搬送体制の整備

○　妊産婦や新生児のスムーズな地域周産期母子医
療センター及び総合周産期母子医療センターへの救
急搬送体制の確保に取り組みます。

オ　周産期における災害対策

○　災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供
され、また、被災地からの搬送受け入れや診療に係る
医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築に努
めます。

〇　町立中標津病院産婦人科医師及び助産師に講師を依
頼し、組合内の救急隊員を対象に産科救急勉強会を開催

○　引き続き、効果的な地域の取組について検討を行う。

○必要な体制の構築に努める。

根室北部消
防事務組合
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【小児医療体制（小児救急医療を含む）】
数値目標等

指標名(単位)               

数値目標を達成するために必要な施策など

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

イ　小児医療の連携体制の構築

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値 現状値の出典（年次）

救急蘇生法等講習会へ地域住民
等の参加啓発

救急の日、救急医療週間に
あわせて講習会を開催

地域住民が参加できるよ
うな講習会開催の検討

救急の日、救急医療週間に
あわせて講習会を開催

小児科を専門とする医師数 ４名 現状維持 ４名

救急医療機関や救急車の適切な
利用啓発

救急の日、救急医療週間に
あわせて適正利用を啓発

定期的な啓発の実施
救急の日、救急医療週間に
あわせて適正利用を啓発

（災害時を見据えた小児医療体制）

  推進上の課題と今後の対応

○　子どもの急な病気やけがなどの際の家族等からの相
談に対応する、小児救急電話相談事業や救急医療情報
システムの周知を行います。
　　また、ＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会を
実施し、地域住民へ参加の呼びかけや適切な医療機関
への受診などを周知し、小児救急医療を担う医療機関の
体制確保等を図ります。

○　子育てを支援する側面からも、継続した相談支援体
制が必要であり、引き続き、小児救急電話相談事業の活
用普及啓発を行う。

○　ホームページによる小児救急電話相談事業の普及啓
発

ア　相談支援体制等

必要な施策 令和７年度取組状況

○　小児救急医療地域研修事業の周知

○　北海道小児救急医療地域研修会への参加
　　　参加者数　 ２名（根室市消防）
　　　　　　　　　　２名（根室北部消防事務組合）

○　小児救急医療地域研修を推進するため、会議の場な
どを利用して周知し、普及啓発を図る。

○　地域の小児救急医療体制を補強するため、小児科
医や救急救命士等を対象に実施する、北海道小児救急
医療地域研修事業の周知を図り、参加について促進しま
す。

ウ　小児専門医療及び入院小児救急医療体制の確保等

○　根室管内には、「北海道小児地域医療センター」はあ
りませんが、市立根室病院及び町立中標津病院が「北海
道小児地域支援病院」に選定されており、専門医療及び
入院を要する小児患者に対応する小児救急医療の提供
体制や搬送体制の確保に努めます。

○　初期救急医療体制については、夜間、土曜、日・祝日
は、かかりつけ医と各自治体医療機関等が対応している。
なお、根室市については、日曜日の日中は、一般社団法人
根室市外三郡医師会による　在宅当番医師制で対応して
いる。

○　現在の体制維持と小児科医の負担軽減を図るための
方策を検討する必要がある。
　　現状を維持するために関係医療機関との連携を推進
する。

27



  【R7度受講人数】
　　根室市消防本部
　　・普通救命講習Ⅲ（小児用）：17人
  　根室北部消防事務組合消防本部
    ・普通救命講習Ⅲ（小児用）：６人

（災害時を見据えた小児医療体制）

○　災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供され
るよう、災害拠点病院や地域の中核的医療機関等の連
携体制の確保に努めるなど災害時における小児医療体
制の確保に努めます。

○　根室北部消防事務組合消防本部と連携し、救急法等
講習会を開催

○　二次救急体制については、二次救急機関となっている
市立根室病院及び町立中標津病院が小児救急医療支援
事業参加機関として対応している。

○　三次救急医療体制については、市立釧路総合病院救
命救急センターが対応している。

○　根室市消防本部と連携し、救急法等講習会を開催（再
掲）

令和７年度取組状況必要な施策   推進上の課題と今後の対応

ウ　小児専門医療及び入院小児救急医療体制の確保等

○　根室圏域には、「北海道小児地域医療センター」はあ
りませんが、市立根室病院及び町立中標津病院が「北海
道小児地域支援病院」に選定されており、専門医療及び
入院を要する小児患者に対応する小児救急医療の提供
体制や搬送体制の確保に努めます。
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【在宅医療の提供体制】
数値目標等

指標名(単位)

数値目標を達成するために必要な施策など

根室保健所

中標津保健所

17以上

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

現状値 目標値（R11） 実績数値(現状値と同） 現状値の出典（年次）

訪問診療を実施している医療機
関数（人口１０万対）

12.2 12.6 12.2
令和2年度KDB
（厚生労働省）

在宅療養支援病院数 2 2 2
令和4年在宅医療に係る地域別データ集
（厚生労働省）

地域包括ケア病棟入院料加算
医療機関数

3 3 3
北海道厚生局届出受理医療機関名簿
（令和6年5月1日現在）

在宅看取りを実施している医療
機関数

2 2 2
平成30年度NDB
（厚生労働省）

２４時間体制の訪問看護ステー
ション数

1 3 1
平成30年度NDB
（厚生労働省）

歯科訪問診療（居宅）または歯科
訪問診療（施設）のいずれかを実
施している診療所数

4 8 4
平成30年度NDB
（厚生労働省）

在宅患者訪問薬剤管理指導料加
算薬局数

17 17
北海道厚生局届出受理医療機関名簿
（令和5年3月1日現在）

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

訪問診療を受けた患者数（１ヶ月
あたり）人口１０万人対（人）

125.6 125.6以上 125.6 令和2年厚生労働省医療施設調査

在宅死亡率 7.4 7.4以上 7.4 令和3年人口動態調査

ア　在宅医療に必要な連携を担う拠点の整備

○　在宅医療における必要な医療機能の確保・強化に
向けて、市町が実施する在宅医療・介護連携推進事業
の取組と連携しながら包括的かつ継続的な在宅医療
の提供体制を構築するための連携調整を図るなど、医
師会、市町、病院、診療所、訪問看護事業所、保健所
等の主体のいずれかを、「在宅医療に必要な連携を担
う拠点」として位置づけることとし、引き続き、多職種の
連携体制づくりにおけるコーディネート役である保健所
や北海道在宅医療推進支援センターが、地域課題の
把握・分析、取組の導入検討等の支援を行いながら、
各在宅医療圏における整備を進めます。

○　根室市在宅医療介護連携推進協議会及び根室保健所
管内看護連絡会議において、「在宅医療推進に向けた取
組」（特に在宅看取り）について現状把握をするとともに、在
宅医療介護連携における課題について意見交換を行った。

○　根室北部地域在宅医療・介護連携協議会において、「在
宅医療推進に向けた取組」について情報提供するとともに、
在宅医療介護連携における現状と課題について意見交換を
行った。

○　今後も引き続き、地域課題の把握・分析を行い、取組
の検討等に努める。
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根室・中標津保健所

中標津保健所

中標津保健所

根室市

中標津保健所

根室保健所

イ　地域における連携体制の充実

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられる
よう、在宅医療圏単位での在宅医療の連携構築を目指
し、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」が地域におけ
る包括的かつ継続的な連携体制づくりを行いながら、
市町が行う在宅医療・介護連携推進事業の取組や「在
宅医療において積極的役割を担う医療機関」と連携し、
地域の医療介護資源等の把握や課題の整理、課題解
決に向けた取組を進め、退院支援から日常の療養支
援、急変時の対応、看取りまで継続した医療提供体制
の構築を図ります。

○　根室地域看護連携推進会議を開催し、3次医療圏内及
び根室管内における看護連携の現状や課題について意見
交換を行った。
○  管内医療機関・訪問看護ステーションの他機関連携窓
口一覧の更新・配布を行った。
○  根室地域の情報連携シートについて、在宅移行となる際
等に必要な情報について協議検討を行った。
○医療連携室の活用の課題について、意見交換を行った。

○　市町単位での在宅医療提供体制の構築と多職種連携
による在宅ケアの充実を目指して、在宅医療・介護連携推
進事業を所管する各市町や各医療機関、関係職種と連携
した取組を継続する。

○　患者の病状急変時においては、在宅医療を担う病
院・診療所、訪問看護事業所、地域包括ケア病棟を整
備している医療機関等相互の連携のほか、人生の最
終段階において患者本人の意思が尊重されるよう、患
者やその家族、在宅医療に携わる関係者が患者の意
思を共有する人生会議（ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プラン
ニング））の取組を踏まえた消防機関との連携体制の
構築に努めます。

○　医療と介護のシームレスな連携に関する情報共有や
課題解決に向けた協議を行い、地域の実情にあわせた在
宅医療について引き続き検討します。

○　根室市在宅医療介護連携推進協議会において、地域住
民への普及啓発（医療・介護資源マップのHP掲載）、多職種
研修会（在宅看取りについて）の開催、根室市安心つながり
手帳の普及啓発、地域の課題を共有し解決に向けての協議
を実施した。

○　医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門
員、市町職員等を対象に、多職種協働による在宅チー
ム医療等についての研修や会議を開催し、在宅医療を
担う人材の育成と多職種間の連携体制の充実に努め
ます。

○　地域包括支援センター等業務連絡会において、各町の
在宅医療・介護連携推進事業等の活動状況等ヒアリング
し、意見交換を行った。

○　根室北部地域在宅医療・介護連携協議会において、「在
宅医療推進に向けた取組」について情報提供し、在宅医療
における薬局薬剤師との連携や在宅での言語聴覚療法に
関し意見交換を行った。また多職種連携のための意見交換
会開催結果を報告し、在宅医療介護連携における現状と課
題について意見交換を行った。

◯   根室北部地域在宅医療・介護推進協議会において、多
職種による顔の見える連携の再構築の推進を目的に管内
の関係者対象に意見交換を実施した。

○　小児在宅医療においても、地域のニーズに応じた
在宅生活の支援体制の構築に向けて、保健・医療・福
祉・教育等の支援者間の連携促進に努めます。

○　医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者
と介護支援専門員等による事例検討や情報交換を円
滑に行うためのツール作成などの取組を促進します。

○　根室市在宅医療介護連携推進協議会及び看護連絡会
議において、根室市内の医療的ケア児支援の現状と課題に
ついて、共有・意見交換を行った。
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根室・中標津保健所

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

オ　在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪
問リハビリテーション体制の充実

○　また、24時間体制の在宅医療を提供できるよう、在
宅療養支援病院以外の医療機関も含めたネットワーク
の構築に努めます。

○　釧路根室地域医療情報ネットワーク（メディカルたんちょ
う）協議会に参画した。

ウ　在宅医療を担う医療機関の充実

○　在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対応
できるよう、在宅医療の中心となる在宅療養支援病
院、訪問診療を実施する病院・診療所、歯科診療所（在
宅療養支援歯科診療所等）、薬局や24時間体制の訪
問看護ステーションの充実に努めます。

○　根室保健医療福祉圏域連携推進会議（根室圏域地域
医療構想調整会議）を活用して、在宅医療を含めた管内の
医療提供体制の現状や課題について検討した。

○　今後も引き続き、在宅医療を含め管内の医療提供体
制の充実に向けた取組に努める。

エ　緩和ケア体制の整備

○　医療用麻薬が、薬局から在宅療養中の患者へ迅
速かつ適切に提供されるよう、麻薬在庫情報の共有を
進め、薬局間での融通など、円滑な供給に努めます。

○　今後も引き続き、医療用麻薬が薬局から迅速かつ適
切に在宅療養中の患者に提供されるよう緩和ケア体制の
整備に努める。

○　広域分散型の本道で医療と介護の連携体制を構
築するため、ＩＣＴを活用した患者情報共有ネットワー
ク、見守り支援、遠隔医療等の取組について、情報提
供を行います。

○　今後も引き続き、在宅療養中の患者やその家族が望
む看護が提供できるよう、会議や研修会の開催により、訪
問看護師の確保や資質の向上に繋がる取組を行う。

カ　訪問看護の質の向上と育成体制の充実

○　医師、歯科医師をはじめ、管理栄養士、歯科衛生
士、リハビリテーション専門職等の多職種と連携し、一
体的な口腔・栄養管理、リハビリテーション・機能訓練
が提供されるよう、在宅における栄養管理や口腔衛生
管理・口腔機能管理、リハビリテーションの充実に努め
ます。

○　今後も引き続き、在宅における栄養指導や、口腔ケア
体制の充実に努める。

○　在宅療養中の患者が住み慣れた地域で生活する
ことができるよう、他の専門職種と連絡・調整し、生活
の質を確保しながら支援を行うため、研修や会議の開
催等を通じて訪問看護を行う看護職員の確保と質の向
上を図ります。

〇　根室地域看護連携推進会議において、「訪問看護推進
事業　協力ステーションの活動について」孝仁会訪問看護ス
テーション川上所長から活動報告いただき、訪問看護師等
看護人材の確保・定着・人材育成等に関して、根室地域医
療関係者と現状・課題・取り組み可能な方策について意見
交換を実施した。
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根室・中標津保健所

中標津保健所

根室保健所

中標津保健所

○　在宅療養中の患者が適正に服薬できるよう、関係
機関・団体と連携して服薬状況を記録する「お薬手帳」
の普及を図ります。

○　管内医療機関及び薬局において、服薬状況を記録する
「お薬手帳」の配布を行った。

○　今後も引き続き、在宅療養中の患者が適正に服薬で
きるよう、関係機関・団体と連携して「お薬手帳」の普及に
努める。

必要な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

キ　訪問薬剤管理指導の推進

ケ　災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築

○　災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の
患者が適切に避難支援を受けられるよう、住民に対し、
避難行動要支援者への支援制度やお薬手帳等の意義
について普及啓発するとともに、市町、医療機関等の
関係機関・関係団体との連携を図ります。
　また、「在宅医療において積極的役割を担う医療機
関」において、災害時等にも適切な医療を提供するた
めの計画（業務継続計画（ＢＣＰ））を策定します。

○　今後も引き続き、在宅療養中の患者やその家族、関
係者と連携し、平常時から災害発生を見据えた支援体制
の構築に努める。

◯  災害時における避難行動要支援者対策を支援するた
め、管内各町に対して、当室が保有する情報を提供した。

○ 　根室市在宅医療介護連携推進協議会及び根室保健所
管内看護連絡会議において、「業務継続計画（ＢＣＰ）」）につ
いて現状把握をするとともに、災害時における課題について
意見交換を行った。
◯  災害時における避難行動要支援者対策を支援するた
め、管内市に対して、当室が保有する情報を提供した。

ク　住民に対する在宅医療の理解の促進

○在宅看護講座（根室北部地域在宅医療・介護推進協議会
と合同開催）において、釧路赤十字病院地域・患者サポート
センター長や退院支援調整看護師から「その人らしく生きる
こと暮らすことを支える入退院支援」をテーマに事例発表を
いただき、「その人らしく生きることを支える多職種連携を考
えよう」をテーマにグループワークを実施した。

○　今後も引き続き、住民に対する在宅医療の理解の推

進を図るため、管内市町、医療機関等の関係機関と連携
し、
アドバンス・ケア・プランニング（人生会議）等在宅医療に

関する情報提供に努める。

○　往診や訪問診療など在宅医療に重要な役割を果
たすかかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬
局を持つことの必要性、訪問看護、訪問リハビリテー
ションや栄養指導の役割などについて、住民に対する
普及啓発に努めるとともに、在宅医療に関する情報提
供を行います。

○　最後まで自分らしく生きたいと願う患者の意思に
沿った医療が提供できるよう、　　日頃から、急変時や
人生の最終段階における医療についてどう考えるか、
患者本人　　や患者の大切な存在である家族、かかり
つけ医や訪問看護師をはじめとした医療従　　事者等
が繰り返し話し合う人生会議（ACP:アドバンス・ケア・プ
ランニング）の取組が重要であることから、知りたくない
又は考えたくないといった患者等にも配慮しながら、住
民への普及啓発に努めるとともに、在宅療養中の患者
の急変に備え、かかりつけ医等医療従事者や介護関
係者間で患者の意思等が共有できる体制構築に努め
ます。

○　根室地域看護職員等研修会（根室地域看護連携推進
会議）～現場で共同意思決定を進めていくために大事なこと
～において、共同意思決定の考え方を理解し、共同意志決
定を考慮したカンファレンスの進め方や話し合いのポイント
について学ぶことで現場での意思決定支援の充実や普及を
目指すことを目的に講義や意見交換会を実施した。

32



【感染症対策】

根室保健所

根室、中標津保健所

根室・中標津保健所

根室保健所

中標津保健所

　・インフルエンザ（注意報）         　　　　 ：２回

　・インフルエンザ（警報）             　 ：２回

　・ヘルパンギーナ（警報）　　　　　　　 ：１回

　・手足口病（警報）　　　　　　　　　　　　　 ：２回

　・水痘（注意報） ：１回

　．伝染性紅斑（警報） ：３回

根室・中標津保健所

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

ア　健康危機管理体制の強化

イ　感染症に関する情報収集と還元

○　感染症の発生動向調査により把握・分析した情報
に基づき、予防方法などの情報を関係機関や住民に
提供します。

○　感染症の発生動向調査に基づき、流行中の感染症の
発生状況を報道機関や関係機関に情報提供する等、各種
感染症の予防について周知。

○　感染症の発生動向調査等により、引き続き、感染症
の発生状況や予防方法を関係機関や住民に提供する。

○　「感染症予防計画」等に基づき、市町・関係機関・
団体と連携を図りながら、新型インフルエンザや新興
感染症などの感染症に対し、発生時の迅速な対応を
図るための実地訓練や研修会等を実施し、発生時に
備えた準備を進めます。
　なお、新興・再興感染症対策に当たっては、新たな知
見や国の動向、専門会議の意見等も踏まえ対応方針
を決定し、取り組んでいきます。

○　感染症発生時の迅速な対応に向け、地元消防本部とと
もに感染症患者搬送訓練を行うところ、令和７年度について
は、実績なし。

○　感染症患者発生時に円滑な対応ができるよう引き続
き関係機関との連携強化を図る。

○　管内市町、医療機関に向けて、随時、新型コロナウイル
ス感染症の感染状況や傾向、予防対策について情報提
供。

【根室保健所管内感染症注意報・警報発令状況】
　・インフルエンザ（注意報）　　　　　　　　 　：２回
　・インフルエンザ（警報）　　　　 　　　　　　 ：２回
　・手足口病（警報）　　　　　　　                ：２回
　・咽頭結膜熱警報　　　　　　　                ：１回

【中標津保健所管内感染症注意報・警報発令状況】

○　R８.３.２ コホート検討会により、結核患者の登録、治療
成績、地域課題について、結核指定医療機関と釧路・根室・
中標津保健所で検討。
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根室・中標津保健所

根室保健所

・日時：R８.２.４(対面及びZOOMのハイブリット開催）

中標津保健所

中標津保健所

施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

・テーマ：「大切な外国人職員が安心して働けるために～結
核の特徴と早期発見の取組について～」（講義）

ウ　知識の普及啓発

○　講習会等の開催により、質の高い人材の確保と関
係機関との連携を推進します。また、疾患ごとに異な
る、年代や国籍などの発病リスクに応じた知識の普及
啓発に一層努めます。

○　ホームページを通じてHIV/エイズに関する正しい知識
や検査情報について情報提供

○　関係機関・団体との連携し、発生予防・まん延防止に
向けた知識の普及啓発を継続する。

○　令和７年度感染症予防対策研修会 〇　地域の実情に応じた研修会を実施し、知識の普及啓
発に努める

・対象：管内医療機関及び入所系社会福祉施設、外国人技
能実習生等を受け入れている第一次産業や水産加工業等
の事業所管理者

○所内防護服着脱訓練
R７.９.30 　出席22名

○　感染管理認定看護師との連携による集団感染予防策
実践力強化事業（中標津病院ICNの協力）
(1)R７.９.３ ICN協力による施設実地指導
(2)R７.10.19 研修会「現場で活かせる実践的感染対策セミ
ナー」出席59名

○　各施設の感染対策実践力の向上及びネットワークの
構築
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施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

エ　感染症病床の確保

○　感染の拡大により、入院を要する患者が増大し、
入院医療の提供に支障をきたすと判断される場合に
は、「北海道感染症予防計画」等に基づき、感染症指
定医療機関に限らず、一般の医療機関においても、一
定の感染予防策を講じた上で、必要な病床の確保に
努めます。
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【難病対策】

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室保健所

根室・中標津保健所

根室・中標津保健所

根室保健所

根室・中標津保健所

○　研修・会議等により、支援関係者の資質向上に努
めます。

○　根室圏域難病対策地域協議会

○　保健、医療、福祉などの関係機関と連携し、各種
サービスの計画的・効果的な提供・活用を促進します。

○　専門医療機関の受診が困難な患者に対し、訪問
検診や相談事業等を実施し在宅療養生活を支援しま
す。

○　難病患者、保健、医療、福祉、教育などの関係者
で構成する「根室圏域難病対策地域協議会」におい
て、難病患者等の効果的な支援方法等を継続し検討
します。

○　市町等と連携し、障害者総合支援法に基づく障害
福祉サービスの周知・活用を図ります。

○　訪問看護ステーション支援者情報の共有

○　根室市避難行動支援対策体制整備支援

○　根室圏域難病対策地域協議会を通じ、地域課題の
協議及び地域に必要な体制整備を図る。      ハイブリッド開催２回 （R７.８.13　R８.１.21）

〇　今後も地域住民の要望に応じて、事業を利用していく。

イ　在宅療養の支援

（専門機関受診困難者への在宅療養生活の支援）

○　神経難病患者・家族および支援希望者に対し、関係機
関と連携した療養支援の実施

○  必要時、神経難病患者在宅ケア連絡会を活用し、医療
機関連携を実施（主催：釧路保健所）。会場：釧路労災病院
実績なし

○　地域リハビリテーション推進事業に係る職員派遣

     ２事例実施（R７.10.７）…理学療法士の派遣
〇　在宅療養支援計画策定・評価事業
　　１事例実施（R７.12.19）…言語聴覚士の派遣

（関係機関との連携による在宅療養の支援） ○　関係機関と連携した在宅療養の支援を継続する。

ア　難病医療費助成制度の推進

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況

○　難病法に基づく医療費助成制度や特定疾患治療
研究事業及び児童福祉法に基づく医療費助成制度に
より患者の医療費の負担を軽減するとともに、患者団
体と連携し、在宅療養への支援や生活の質（ＱＯＬ）の
向上を図ります。

○　指定難病や特定疾患、小児慢性特定疾病の医療
費助成制度が適切に利用されるよう周知を図ります。

  推進上の課題と今後の対応

○　指定難病や特定疾患、小児慢性特定疾病の医療費助
成制度について、ホームページ（道本庁ホームページへの
リンク）を通じて制度概要を周知

○　指定難病や特定疾患、小児慢性特定疾病の医療費
助成制度が適切に利用されるよう引き続きホームページ
等を通じて周知を図る。
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【慢性閉塞性肺疾患（COPD）対策】

根室・中標津保健所

別海町

中標津町

標津町

【慢性腎臓病（CKD）対策】

別海町

中標津町
（再掲）

別海町

羅臼町

（正しい知識の普及啓発）

○　重症化予防のための適切な保健指導を推進する
ため、保健師、管理栄養士等の保健指導従事者の資
質向上に努めます。

○　透析患者が地域の医療機関で安心して透析医療
を受けられるよう、必要な設備の整備を促進します。

○　かかりつけ医と専門医、メディカルスタッフ等が連
携し、慢性腎臓病患者を早期に適切な診療につなげ
るため、地域特性に応じた診療連携体制の整備を図り
ます。
○　切れ目なく適切な医療が提供できるよう、メディ
ネットたんちょうや慢性腎臓病対策連絡会議、保健医
療福祉圏域連携推進会議等を活用し、患者の受療動
向に応じた連携体制の充実を図ります。

○　道・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義
を広く周知するとともに、特定健康診査・特定保健指導
の充実に努めます。

（医療連携体制の整備）

（重症化予防）

○　健診結果から抽出された対象者に結果説明会で通知
し、保健指導を実施。必要に応じて二次健診を勧奨。

○　重症化リスクがある者に対しては、「北海道糖尿病
性腎症重症化予防プログラム」等を活用し、保健指導
や医療機関の受診勧奨を行い、腎不全、透析療法等
への移行を、予防と医療が連携し防止に努めます。

○　糖尿病連携手帳の普及を推進

○健診受診率が低いため、受診率向上により、対象者の
抽出につなげる必要がある。

施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　慢性腎臓病は、初期には自覚症状がなく、健診に
よる早期発見が重要であること、適切な治療や生活習
慣の改善、糖尿病や高血圧の適切な管理により重症
化予防が可能なことについて、住民や医療保険者へ
の普及啓発を図ります。

○　禁煙指導の実施（母子手帳交付時、乳幼児健診・相
談、健診事後相談等）

〇　心疾患及び糖尿病予防と併せて、重症化予防に向
け、関係機関と連携を図りながら効果的な取り組みの推
進が重要である。
　　併せて、腎臓病の専門医がいない圏域なので、身近
な地域の医療機関やかかりつけ医、メディカルスタッフ、
専門医との連携体制を構築していくことが重要である。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　喫煙率が依然として高いため、禁煙対策を妊娠期から
子育て期を含めて実施している。啓蒙活動、卒煙応援プロ
グラム、禁煙指導事業、禁煙外来治療費助成事業を実施。

○受動喫煙防止条例等の地域説明会の開催
　 根室管内 １回　中標津管内 ４回

○　新型コロナウイルス感染症では、ＣＯＰＤは重症化
のリスク因子とされたことから、喫煙の有無を問わず、
その名称や疾病の要因、病状などについて、引き続き
普及啓発に取り組むとともに、その主な発症要因であ
るたばこ対策を一層推進します。

○北海道のきれいな空気の施設の登録推進
　 登録数（令和８年３月31日現在）
　 根室管内　33施設　　中標津管内　60施設

○　改正健康増進法及び北海道受動喫煙防止条例の普
及啓発を行い、全ての人に望まない受動喫煙を生じさせ
ない「受動喫煙ゼロ」の実現を目指し、道、市町及び関係
団体が協働しながら受動喫煙防止対策を推進する必要
がある。
　地域説明会及び健康教育の場を活用し、受動喫煙防止
と対策と併せてCOPDに関する知識を広く普及啓発してい
く必要がある。

○　ＣＯＰＤの発症予防と進行の防止は禁煙によって
可能であり、早期禁煙は有効性が高いため、禁煙を支
援する環境づくりが大切です。

羅臼町
（再掲）

○　禁煙外来治療費助成事業、啓蒙活動は継続して実
施。健診結果説明会にて禁煙指導を実施した。喫煙妊婦
に対しては、禁煙するまで継続して禁煙支援を実施。

○　糖尿病性腎症重症化予防プログラムによる取り組みの
推進と地域の連携体制の強化

○　透析医療施設は、３施設

　透析装置は、55台（令和６年12月１日現在、保健福祉部
健康安全局地域保健課調査「第二次医療福祉圏域別透析
医療の現況」）

○健診受診者から抽出される未治療者や治療中断者、
治療中であるがコントロール不良者への確実な保健指導
の実施。

〇公共機関。敷地内禁煙と施設内にポスター貼付 ○　町内、医師不足により禁煙外来がなくなったこと。

○　町内医療機関に通院中のCKD重症化予防対象者を含
めて情報交換会を実施。

○　喫煙率が男女ともに国と比較し高いため、喫煙率低
下に向けた取り組みが必要。

○　特定健診に項目の上乗せ、受診費用の無料化、個別
通知や電話勧奨、翌年度の自動予約実施等の他、受診率
向上のためのインセンティブとして、健診の受診等に応じポ
イントを付与し、抽選で健康グッズ・商品券等が当たる健康
ポイント事業を実施。

○　特定健診受診率向上のため、未受診者への受診勧
奨等、受診率向上の取組が今後も必要。
○　生活習慣病の未受診者・治療中断者へ受診勧奨通
知や保健指導を行い、重症化予防につなげていく。

〇　高校生、若者、特定、生保、後期高齢者の検診項目に
クレアチニンを導入し、保健指導、受診勧奨、医療連携を含
めた取り組みを実践中。特に健診結果でハイリスクのCKD
予防対象者を抽出し、結果説明会で保健指導を実施してい
る。

〇保健師、管理栄養士の研修体制はWEB研修や事例検討
を含めて研鑽する機会を設けている。

〇　CKD因子である高血圧、高血糖者に対し、住民が自
分で気づきを持ち、改善方法を選択できるようなアプロー
チが必要で、事例検討や勉強会などをとおして更なるス
キルアップを図り、重症化予防につなげていく。

〇　受診勧奨時に周知
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【歯科保健医療】

○　口腔の健康や口腔機能の獲得・維持・向上という
観点から食育を推進し、住民への普及啓発を行いま
す。

○　『歯と口の健康週間』
　　　図画・ﾎﾟｽﾀｰ展表彰
　　 （R7.6.8  中標津保健所）
　 　（R7.6.7  根室市）

○　乳幼児健康診査（1歳6か月児・3歳児）時に保護者へ
「マイナス1歳から始める　母と子の子育て」公益財団法人
8020推進財団を根室市に300部寄贈

根室歯学会

根室市

別海町

○　根室歯学会と連携し「歯と口の健康週間」を開催し、歯
の健康づくりについて普及啓発に努める。

〇歯と口の健康週間に併せて町内小学生に図画ポスタ―
を募集し、入選作品の表彰、巡回展示を実施

〇　町内小学生を対象に図画ポスタ―コンクールを実施。
入選作品の表彰式及び歯と口の健康週間に併せてポス
ター展示を開催。

中標津町

羅臼町○　歯周疾患検診の実施
　　対象年齢：満40歳、50歳、60歳、70歳

イ　８０２０運動の推進

○　歯科医師会等の関係団体と連携しながら、様々な
機会を通じて住民の歯の健康づくりについて行いま
す。

○　『歯と口の健康週間』
　　（毎年６月４日～10日）の開催（保健所、各市町）

○　低栄養と誤嚥性肺炎などの予防のため、高齢者に対す
る口腔ケア提供体制の整備
・　釧路根室圏域在宅歯科医療連携室事業委員会に参加。
・　言語聴覚士を講師に介護職員等を対象とした研修会を
実施。

○　今後、根室でも在宅歯科医療連携事業を進めるた
め、継続して委員会に参加、協議を進める。

根室ケアマネ連協

○　オーラルフレイルに対処するため、高齢者が適切
な歯科治療や定期的な歯科検診を受けたり、介護予
防の取組に参加するよう普及啓発を図ります。

○　「北海道歯科保健医療推進計画」に基づき、道の施策
に呼応した対策を実施

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

ア　地域歯科保健医療への支援

○　歯周病予防のため、成人が歯科健診・保健指導を
利用できる機会の確保に努めます。

○　道民歯科保健実態調査実施
　２０歳以上を対象として、歯・口腔の健康づくりに関する調
査を実施

○　ライフステージに応じた適切な口腔の健康づくりを推
進する。

○　むし歯予防のため保育所・学校等におけるフッ化
物洗口を推進します。

○  フッ化物洗口実施市町数　５市町 ○　全ての保育所、幼稚園から小学校及び中学校を通じ
て、フッ化物洗口を継続できるよう実施施設・学校の普及
拡大を推進する。

中標津保健所

○　H29年度に根室地区に在宅歯科医療連携室のサテラ
イトが設置（設置主体：北海道歯科医師会）され、在宅療
養者や要介護者等に対する相談や訪問等を積極的に
行っている。
　　さらに活用を促すため、あらゆる機会を通じ、関係機
関及び住民に対し、事業の周知を図る。

○　歯科保健医療提供体制の充実に向けて、歯科衛生士
の確保・就業に係る現状や課題、促進策に係る意見交換を
実施（書面開催）

○　高齢者の低栄養と誤嚥性肺炎などのリスクを低下
させるため、住民に口腔ケアの重要性を普及啓発しま
す。

○　後期高齢者歯科健康診査の実施  １市１町 ○　引き続き「北海道歯科保健医療推進計画」に基づき、
道の施策に呼応した対策の実施を推進する。〇『口腔機能低下症』予防のために根室市民へ広報ねむろ

（３月号）に健口体操ポスターを添付し配布。

根室市

別海町〇　歯周病検診の実施

　　対象年齢：満20歳、満30歳、満40歳、50歳、60歳、70歳

検診（契約）先の歯科医療機関の確保が難しく、受診率が
低迷している

根室市、羅臼町

　　対象年齢：満20歳、満30歳、満40歳、50歳、60歳、70歳

対象年齢：20歳、30歳、40歳、50歳、60歳、70歳及び妊婦 標津町

　　　　　　　（節目年齢は該当年度）
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【医療機関相互の役割分担と広域連携の推進(地域センター病院の機能の充実)】

中標津保健所

【医療に関する情報化の推進（情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した情報共有の促進)】

根室市外三
郡医師会

根室歯学会

北海道薬剤
師会根室支

部

○　町立中標津病院（昭和45年）が地域センター病院に指
定されており、北部４町の中核医療機関として、医師等を対
象とした研修会を開催
   令和７年度　５回実施

○　新型コロナウイルス感染症の状況を勘案しながら、北
部4町の中核医療機関として、医師等を対象とした研修会
を開催する。

○　地方・地域センター機能強化事業費補助金（研修会
等開催事業）の申請（対象：町立中標津病院）

○　根室圏域では、地域センター病院において、高額なＭＲ
ＩやＣＴ等の医療器械を整備し、地域の医療機関の依頼に応
じて検査を実施するなど、連携に努めた。

○ ＩＣＴを活用して医療機関間又は医療機関と介護事
業所間で診療情報等を共有するためのネットワークの
構築や導入に当たっての体制の整備を支援します。

○  ネットワークへの不正侵入防止対策など患者の診
療情報等のセキュリティの徹底を図ります。

○　「メディネットたんちょう」（医療情報提供ネットワーク）及
び設備整備補助事業の周知

〔情報開示施設〕
  市立根室病院、町立別海病院、町立中標津病院
　標津町国民健康保険標津病院、
　知床らうす国民健康保険診療所

○　情報開示施設・参照病院共に加入の促進が望まれ
る。

○　１１医療機関からなる「釧路・根室地域医療情報ネット
ワーク協議会」を通じ、未加入医療機関へのネットワーク
加入、薬局等の参照施設加入を働きかける。

〔参照施設〕
  根室共立病院、石田病院、町立別海病院尾岱沼診療所
　町立別海病院西春別駅前診療所、阿部薬局、
　アベドラッグ西浜店

会員にメディネットたんちょうへの参画呼びかけを実施

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

◯　地域の医療機関も参加できる研修会の開催や地
域医療構想の実現に向けた啓発活動等の実施しま
す。

◯　医療機器の共同利用を促進します。

施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

◯　施設設備整備等の補助事業を活用するなど、医療
機能及び地域医療支援機能の充実を図るとともに、地
域医療構想の実現に向けた取組を促進します。

○　地域センター病院の機能のうち、地域の医療機関等
への医師派遣等について、医師不足から派遣等が困難
な状況が続いている。
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【医師など医療従事者の確保】

地域関係機関

別海町

中標津町

市立根室病院

市立根室病院

根室市

５市町○　医療従事者修学資金貸付

○　国、道及び道内医育大学等関係機関に対し、市立根室
病院の医師派遣等の要請活動を実施。

○　引き続き、医師派遣等の要請活動を実施することが必
要。

○　医療系教育機関等の訪問　２８校 ○　市立根室病院の労働環境・待遇を知ってもらうため実
施。今後も継続予定。

○　当該補助金の交付を受け、今後とも継続して働きやす
い環境づくりを進める。

北海道看護
協会根室支
部

○  地域医療を担う人材育成を目指すための機会として、
今後も継続開催する。

○　地域への興味・関心を抱いてもらうよう、根室地域の
魅力について情報発信する。

○　札幌医科大学による「地域医療合同セミナー地域医療
実習」を医療系学生を受け入れて開催している。

○　看護専門学校進学希望者向け学校説明会の開催○　上記の道の確保対策を継続して実施するほか、地
域においても関係機関、団体が連携して取組を進めて
いく必要があることから、根室圏域では、地域独自の
事業を実施しています。

○　医療従事者確保に係る情報発信・専用ホームページの
更新

〔参照施設〕
  根室共立病院、石田病院、町立別海病院尾岱沼診療所
　町立別海病院西春別駅前診療所

○　新人看護職員などの早期離職防止や医療の高
度、専門化に対応するため、新人看護職員研修を行う
医療機関の取組を支援します。

○　国や道が主催する研修の案内を各医療機関に送付

○　医療従事者が育児と仕事を両立して働きやすい環
境をつくるため、院内保育所を運営する医療機関への
助成などを行います。

○　子育て看護職員等就業定着支援事業補助金の交付
（対象：市立根室病院、町立別海病院）

○　引き続き、より効果的な研修や、地域の取組について
検討を行う。○　看護連携推進検討会議の開催

○　新人看護職員臨床実践能力向上研修支援事業に係る
補助金の交付
 （対象：市立根室病院、町立別海病院、町立中標津病院）

○　医療従事者が働きやすい環境を確保するため、継続
した助成が必要であり、そのための補助事業を継続する。

北海道医療計画根室地域推進方針の進捗状況（令和７年度）

施策の方向と主な施策 令和７年度取組状況   推進上の課題と今後の対応

○　医師確保が必要な市町立病院等に対し、３医育大
学の地域医療支援センターの医師や自治医科大学卒
業医師の派遣調整などの確保対策について引き続き
取り組みます。

○　地域医療支援センターからの派遣医師数 ○　医師の地域偏在、希少な専門科目医師の確保など、
今後も引き続き、道に地域のニーズを踏まえた働きかけを
行う。

　　 市立根室病院　　３名（小１,消外１,眼１）

　　 市立根室病院　　１名

○　地域枠制度による医師の配置（１病院１名）

　　 町立中標津病院　　１名（耳１）
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